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１．開  会 

○事務局 

それでは、定刻となりましたので、ただいまから国土交通省独立行政法人評価

委員会第４回鉄道建設・運輸施設整備支援機構分科会を開催させていただきま

す。 

 本日は委員の皆様方には大変お暑い中お集まりいただきまして、誠にありが

とうございます。私は、鉄道局財務課の高杉と申します。しばらくの間、進行

役を務めさせていただきたいと存じますので、どうぞよろしくお願い申し上げ

ます。 

 まず、事務的なご報告をさせていただきたいと存じます。 

 初めに、定足数でございますが、当分科会の委員は９名でございます。本日

は、現在、５名の先生にご出席賜っておりまして、国土交通省独立行政法人評

価委員会令第７条に定足数が過半数と規定されておりますことから、この定足

数を満たしておりますことを先ずご報告させていただきます。 

 次に、本日の分科会の取り扱いでございますが、同じ評価委員会運営規則に

基づきまして、木村委員長の同意を得た上で、当分科会の議決をもって委員会

の議決とすることとなっております。 

 次に、会議の公開についてでございますが、これも同じ規則に基づきまして、

業務の実績に関する評価に係る案件以外につきましては公開することとなって

おりますので、本日の議題でございます平成１５年度財務諸表及び平成１６年

度長期借入金等に係る償還計画につきましては公開。平成１５年度業務実績評

価につきましては非公開の扱いとなっております。また、議事録等につきまし

ては、これまでどおり議事概要を、分科会終了後、数日中に国土交通省のホー

ムページで公表し、その後、議事録を作成の上、同様にホームページで公表し

て参りたいと考えております。 

 なお、業務実績評価に関しましては、議事概要では主な意見のみを公表いた

しまして、評価結果に関する内容につきましては、議事録において発言者名を

記載しない等の措置を講じた上で公表して参りたいと考えております。これは

他の独法と全く同じ扱いになってございます。 

 それでは、まず資料の確認をさせていただきたいと存じます。非常に大量な
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資料となっておりまして恐縮でございますが、お手元の資料、上から順に、議

事次第、それから座席表、委員名簿になってございます。 

 次に、討議資料の資料１といたしまして、「平成１５年度財務諸表について」

がございます。次に、資料２、「平成１６年度長期借入金等に係る償還計画につ

いて」でございます。続きまして、「平成１５年度業務実績評価について」がご

ざいます。最後に関係法令という、大きく４つになってございます。 

 さらに、資料の１の中、「平成１５年度財務諸表について」という表紙でござ

いますが、資料１－１といたしまして、「平成１５年度財務諸表（概要）」と書

いたものがございます。次に、資料１－２といたしまして、「機構の監事及び監

査法人からの報告書」が添付されております。次に、財務諸表本体でございま

す。これは機構は、ご案内のとおり６勘定ございまして、それに６勘定を足し

合わせたもの、総表を含めて７分冊という形になってございます。さらに、特

例業務勘定におきまして子会社があるものですから、連結財務諸表が２分冊つ

いてございます。 

 また、資料３でございますけれども、この中には、資料３、「平成１５年度業

務実績評価について」という表紙の下に、資料３－１といたしまして、「平成１

５年度業務実績報告書（概要）」とございます。その次に、「平成１５年度業務

実績報告書」本体が入ってございます。さらに、資料の３－３といたしまして、

平成１４年２月１日に決定されました「国土交通省所管独立行政法人の業務実

績評価に関する基本方針」がついてございます。さらに、資料３－４といたし

まして、これが正に先生方にご評価いただく本体になるわけでございますが、

「独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構平成１５年度業務実績評価調

書（案）」というものがございます。 

 ここまでの資料につきましては公表の扱いとなってございます。 

 非常に膨大な資料となっておりますが、もし不足等ございましたら、事務局

までお申しつけいただければ幸いでございます。 

 それでは、初めに、国土交通省梅田鉄道局長からご挨拶を申し上げさせてい

ただきます。梅田局長、よろしくお願い申し上げます。 

○梅田鉄道局長 

 国土交通省鉄道局長の梅田でございます。本日はお忙しいところ、お暑い中、
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本分科会に出席していただきまして大変ありがとうございました。 

 委員の皆様方におかれましては、昨年１０月１日でございますが、この鉄道・

運輸機構が発足するに当たりまして、中期目標、中期計画、あるいは資産評価、

資金計画などにつきまして大所高所からご指導、ご審議を承って参りました。

本日は、この機構として初めての財務諸表、あるいは業務実績の評価のご審議

を行っていただくこととなっております。 

 ご承知のとおり、独立行政法人と申しますのは、国の関与をできるだけ排除

しながら、国民のニーズに合った自主、自立的な業務運営を行うということの

ためにつくられた制度でございます。それによって本当に必要な国民からのニ

ーズを十分に効果的かつ効率的にこなしていくという制度でございます。そう

いう制度として、昨年、日本鉄道建設公団と運輸施設整備事業団を統合してこ

の機構ができたわけでございますけれども、本日、ここに出席しておられます

小森理事長を初め、役職員一丸となって業務に勤しんでいるところでございま

す。 

 委員の皆様方におかれましては、その業務実績につきまして厳正に評価して

いただき、鉄道・運輸機構におきましては、その評価結果を厳粛に受け止めま

して、今後の業務運営に十分に反映させていきたいと考えているところでござ

います。本日と、それから８月３日でございますが、２回にわたる審議でござ

います。大変暑いお忙しい中でございますけれども、よろしくお願い申し上げ

たいと思います。 

 簡単でございますが、挨拶にかえさせていただきます。どうもありがとうご

ざいました。 

○事務局 

どうもありがとうございました。 

 続きまして、鉄道建設・運輸施設整備支援機構、小森理事長からご挨拶をお

願いいたします。理事長、お願いいたします。 

○鉄道建設・運輸施設整備支援機構 小森理事長 

 本日は先生方には大変お忙しい中ご出席いただきまして、誠にありがとうご

ざいます。鉄道・運輸機構の理事長の小森でございます。よろしくお願いいた

します。 
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 きょう開催していただきました分科会では、当機構の資金の償還計画、財務

諸表と業務実績報告書につきましてご討議をいただくことになっております。

特に、業務実績報告書は、私どもにとりましても初めてのことでございますの

で、かなり不馴れな点もございます。よろしくお願いしたいと思います。 

 今、鉄道局長からお話がありましたけれども、昨年１０月、鉄道・運輸機構

が設立されて、独立行政法人ということで移行したわけですが、それ以来、役

職員一同、まさに大臣から指示されました中期目標を達成するという、達成責

任を強く意識いたしまして日々の業務に当たって参りました。また、年度計画

の進捗状況をしっかり説明するという責任もございます。そういった意味で、

この実績について正確に、しかも分かりやすく説明できるように、非常に苦心

して報告書をまとめたつもりでございます。後ほど財務諸表と償還計画のご審

議をいただいた後、業務実績報告につきまして総務企画担当理事の鈴木から説

明させていただきますけれども、私どもといたしましては、先生方のご意見、

また評価結果を受けて、引き続き中期目標、中期計画の達成に全力を傾けて参

りたいと思います。 

 また、先生方には大変お忙しい中、本日と８月３日、２日間にわたりまして

貴重なお時間をいただくことになります。誠に恐縮でございますが、よろしく

お願い申し上げまして挨拶といたします。どうもありがとうございました。 

○事務局  

 どうもありがとうございました。 

 鉄道局長におかれましては、所用のため、これにて退席させていただきます

のでよろしくお願い申し上げます。 

 

２．議  事 

 議題１．平成１５年度財務諸表 

議題２．平成１６年度長期借入金等に係る償還計画 

 

○事務局  

それでは、これより議事に入らせていただきます。議事の進行につきまして

は、分科会長にお願い申し上げます。どうぞよろしくお願い申し上げます。 
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○分科会長 

本日は皆様、大変お暑い中ご出席いただきまして、どうもありがとうござい

ます。先ほどご紹介がございましたが、９名の委員のところ、５名の委員のご

出席ということでございます。本日、欠席されている委員の方々に対しては、

前もって事務局から説明させていただいておりますことをご報告します。 

 それでは、議事に入らせていただきます。本日の分科会では、議事次第にあ

りますとおり３つの議題となっております。 

 まず、議題１の平成１５年度財務諸表、議題２の長期借入金等に係る償還計

画につきましては、国土交通大臣に対する意見を取りまとめることとなってお

ります。 

 次に、議題３の平成１５年度業務実績評価であります。この実績評価につき

ましては、休憩後に、鉄道・運輸機構から業務実績報告の説明を受け、ご審議

をお願いすることになっております。 

 それでは、平成１５年度財務諸表、平成１６年度長期借入金等に係る償還計

画について、内容が関連しておりますので、事務局からまとめて簡潔にご説明

をお願いいたします。よろしくお願いいたします。 

 

○鉄道局財務課長 

鉄道局の財務課長の室谷と申します。 

 それでは、まず、議題１につきましてご説明をさせていただきます。議題１

は、「１５年度の財務諸表について」ということでありまして、機構の財務諸表

につきましては、国土交通大臣が承認をするということになっております。そ

の承認に際して、当評価委員会の意見をお伺いするものでございます。 

 資料につきましては、冒頭ご説明を申し上げましたとおり、幾つかに分かれ

ておりますが、この黒いクリップでとめてあるものが財務諸表の本体というこ

とになります。貸借対照表、２つ目が損益計算書、それから３つ目がキャッシ

ュ・フロー計算書。そして４つ目が、独立行政法人として特別のものでござい

ますが、行政サービス実施コスト計算書ということで取りまとめてございます。

これは、独立行政法人として各般の業務を行っておりますが、それが国民経済

的に見て、どれだけのコストがかかっているかということをお示ししたもので
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ございます。その他、附属の明細書というのがその構成でございます。 

 それからもう一つ、連結財務諸表というのがございまして、これも冒頭説明

があったとおりでありますが、民間企業の場合も同様でありますが、単体につ

いての財務諸表と関連子会社を含めた連結財務諸表をつくることになっており

ますが、この独立行政法人につきましても同様でございます。鉄道・運輸機構

におきましては、特例業務勘定の関係で、全額出資の２つの会社がありまして、

それを含めた形で連結財務諸表として取りまとめをしたものでございます。 

 この膨大な資料をどう説明するかということでありますが、時間の制約もあ

ります。また、分科会長からも簡潔に説明をするようにということでございま

すので、概要版に基づきましてご説明をさせていただきたいと思います。 

 資料の１－１をご覧いただきたいと思います。財務諸表につきましては、ご

案内のとおり、事業年度における様々な活動によって資産がどう変わったか、

負債がどう変動したか、あるいは期間損益がどうなったかということをお示し

するものでありますが、その前提といたしまして、各勘定ごとにどういうこと

をやっているのかということの概略をご説明申し上げたいと思います。 

 １ページ、２ページに６勘定の主な業務が出ております。金額のイメージも

持っていただくために実績額についてもお示しをしておりますが、まず（１）

の建設勘定でありますが、名前が示すとおり、整備新幹線、あるいは１５年度

について見ますと、みなとみらい２１線を初めとする民鉄線の建設、それから

常磐新線等の新線建設の事業であります。これが２,３２８億２,５００万という

ことでございます。受託事業としても、１５年度について見ますと、中部国際

空港の関連での連絡鉄道の新線建設等も行っております。そのほか、でき上が

った施設を貸し付ける、あるいは譲渡をするといった業務を行っているのがこ

の建設勘定であります。収入のほうとしては、したがって貸付料収入、あるい

はその譲渡収入、それから既設新幹線の譲渡収入を受け入れた助成勘定からの

受け入れ。あるいは国庫補助金、財政融資資金等によりまして新線建設等を行

うものでございます。 

 ２つ目が船舶勘定ということでありまして、船舶の使用料、あるいは外部資

金の導入によりまして、旅客船、貨物船の共有建造を行うというのが船舶勘定

の主な業務でございます。 
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 ３つ目が造船勘定ということで、これは２つありまして、１つは技術支援業

務ということで、グリーンシップの研究開発に対する助成金の交付。以前であ

りますと、ＴＳＬ（テクノスーパーライナー）であるとか、あるいはメガフロ

ートもこの勘定でやってきたものでございます。それからもう一つが造船業の

構造転換業務ということで、造船所を買い取りまして生産力調整を行っている

というのも、この造船勘定の業務でございます。 

 ２ページに参りまして、基礎的研究等勘定でありますが、これも２つござい

ます。１つは、国庫の補助金を受け入れて、陸海空にわたる公募型の研究助成

を行う業務。それから、内航海運活性化融資事業といたしまして、船腹調整の

暫定事業を行う内航総連に対する融資を行っております。 

 それから５つ目が、助成勘定ということで幾つかに分かれておりますが、ま

ず１つは、国の補助金を受け入れて地下鉄の整備、あるいはリニア等の技術開

発を行うための、いわゆる補助金の交付業務を担当しているところであります。

２つ目が、整備新幹線の建設のための公共事業費の受け入れ、あるいは既設新

幹線の譲渡収入をもとにいたしました助成勘定から建設勘定に繰り入れるとい

う業務であります。この建設勘定に繰り入れた後につきましては、冒頭に申し

上げました建設勘定として整備新幹線、それから常磐新線の建設に充てるとい

うことになってございます。３つ目が、これも既設新幹線の譲渡収入をもとに

いたしまして、特例業務勘定に繰り入れるということで、清算業務に充てるも

のでございます。４つ目が、既設の新幹線、平成３年に譲渡いたしましたが、

その建設に当たって要した債務の償還に充てる部分ということであります。３,

３７６億６,８００万というのが承継債務の償還業務という部分でございます。 

 最後が、特例業務勘定ということでありますが、先ほどの助成勘定からの繰

り入れ、それから土地の処分、あるいは株式の処分、株式の処分につきまして

は、ＪＲの西日本の株式、約６３万株につきまして２,６００億余で売却をいた

しておりますが、そういった収入をもとに年金の給付等に充て特例業務を行う

というのが、この特例業務の勘定でございます。 

 各勘定ごとの主な業務を説明いたしましたが、その次のステップといたしま

しては、３ページ以下にございますように、額を確定するということが必要に

なって参ります。いわゆる決算ということでありますが、それぞれの勘定ごと
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に１５年度の収入支出決算を載せてございます。 

 各勘定ごとの説明は割愛をさせていただきますが、９ページをご覧いただけ

ればと思います。９ページに各勘定を総括いたしました収入支出決算の総括表

が出ております。 

 まず、収入の部で見ていただきますと、国からの運営費交付金、それから国

庫補助金。それから、整備新幹線につきましては、地方公共団体からの建設費

の負担金というものの受け入れ、それから政府の補給金、これは船舶勘定と助

成勘定にあるわけでありますが、これを受け入れること。それから、財政融資

資金借入金、民間借入金、機構債券の発行ということで、外部からの資金調達

を行うこと。さらに業務収入として、例えば既設の新幹線の譲渡収入であると

か、あるいは貸付料収入等、自らの業務に伴った収入。それから受託収入等を

加えて、収入の部の決算としては１兆３,６９６億９,２００万ということで額が

確定をしてございます。 

 一方、支出の部でございますが、決算のところをご覧いただきたいと思いま

すが、業務経費といたしましては、先ほどの６つの勘定のそれぞれの関係経費、

受託経費、借入金等償還、支払利息、それから一般管理費、人件費等、合計で

１兆１,４９０億４,１００万円ということで決算が確定をしているわけであり

ます。 

 その決算を踏まえて、１０ページになりますが、財務諸表の、まず１つ目と

しての貸借対照表を載せてございます。機構の設立時、昨年１０月１日の開始

貸借対照表との比較を載せてございます。主な増減につきましては、一番右側

の欄をご覧いただきたいと思いますが、まず資産の部につきまして、幾つかご

説明を申し上げたいと思います。 

 特に第１期の事業年度におきます特徴といたしましては、３つあるかなと考

えておりまして、この２月でありますが、みなとみらい２１線が完成をいたし

まして、横浜高速鉄道に譲渡をしたというのがまず１点目。それから、ことし

の３月でありますが、九州新幹線の鹿児島中央から新八代間が完成をいたしま

して、貸し付けを開始したこと。それから、３つ目が、同じく３月であります

が、ＪＲの西日本の株式６３万株すべての売却が、２,６００億余というのが第

１期の事業年度の特徴的なことと思います。 
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 流動資産のところをご覧いただきますと、割賦債権につきましては、設立時

７兆５,７０９億４,７００万であったのが、１５年の末では７兆４,０７２億９,

１００万円ということで、１,６３６億５,６００万の減ということになっており

ますが、これは右にありますように、既設新幹線譲渡元金の回収が着々と進ん

でおり、それに伴う減ということでございます。それから、処分用資産も大き

く減少しておりますが、これはＪＲ西日本の株式の売却による減ということで

ございます。その他のところも減少しておりますが、これはみなとみらい２１

線の譲渡に伴って、いわゆる未成工事支出金が減ったということに伴うもので

ございます。 

 次に、固定資産のところをご覧いただきたいと思いますが、建設仮勘定のと

ころが大きく減ってございます。これは九州新幹線の南部分が３月に完成し、

貸し付けを開始したこと。それに伴って、有形固定資産の構築物、あるいは土

地等へ振りかえられたということであります。その関係で、構築物、あるいは

その他のところは増になってございます。共有船舶のところの△１０７億５,

１００万につきましては減価償却による減ということでございます。鉄道につ

いても、もちろん減価償却による減はありますが、先ほど言いました九州新幹

線の建設仮勘定からの振りかえがはるかに上回っているということで、プラス

になっているというものでございます。それから、固定資産の３のところ、投

資その他の資産、投資有価証券のところをご覧いただきますと、大きく増えて

ございます。４７億９,９００万に対して３５１億６００万ということで、３０

３億７００万の増と。これはＪＲ西日本の株式売却収入をもとに、国債を特例

業務勘定のほうで購入をしたことに伴う増ということでございます。 

 以上で、資産合計について見ていただきますと、開始時１４兆８,３７８億８

００万であったのが、１５年度末の時点では１４兆５,６３７億７,８００万とい

うことになってございます。 

 続きまして、負債の部でございますが、固定負債のところでは、機構債券、

あるいは長期借入金に△が立ってございます。これは、１年以内に振りかわっ

たものもございますが、かなり償還が進んでいるということで、固定負債の減

ということであります。これは議題２の借入金の償還のところにも関係してい

る話でございます。したがって、負債合計のところは１３兆６,３９２億７,９０
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０万ということでございまして、資産合計から負債合計を引いた資本の合計は、

下から２つ目、９,２４４億９,８００万ということでございます。当期総利益と

いうことで６２４億９００万ということで計上してございますが、これは独法

の会計基準に従いまして、繰越欠損金、３,６６７億１,１００万円の損失処理に

充てるということで、当期未処理損失は３,０４３億１００万円ということでご

ざいます。 

 １１ページ以降は各勘定ごとの貸借対照表を載せてございますが、時間の関

係で割愛をさせていただきたいと思います。 

 続きまして、１７ページをご覧いただきたいと思います。財務諸表の２つ目

の損益計算書ということでございますが、経常費用の部として建設業務費。既

設新幹線の割賦譲渡原価及び鉄道整備助成費からなる鉄道整備助成業務費。そ

れから、資産処分業務費ということではＪＲ西日本の株式売却の原価。それか

ら、財務費用としての支払利息等。合計で、経常費用としては９,５１５億９,

８００万でございます。 

 一方、経常収益でございますが、既設新幹線の譲渡収入、あるいはＪＲ西日

本の株式売却収入、それから鉄道整備助成事業及び年金給付等に係る補助金収

入等、合計で１兆１２４億７,７００万。差し引き、経常利益としては６０８億

７,９００万ということで計上しております。 

 それに臨時損失としての固定資産売却損、主には共有船舶の売却損というこ

とでありますが、これを引いて臨時利益を足して当期の純利益を出してござい

ます。それが６２４億９００万ということで、これにつきましては、先ほど貸

借対照表のところでご説明を申し上げましたように、まずは繰越欠損金の処理

に充当をしているということでございます。 

 それから、続きまして、１９ページをご覧いただきたいと思います。財務諸

表の３つ目のキャッシュ・フロー計算書でありますが、これも民間企業に倣っ

て、民間企業の場合には営業活動によるキャッシュ・フローとなるわけであり

ますが、さすがに独法の場合には営業活動というわけにはいきません。業務活

動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、それから

財務活動によるキャッシュ・フローということで、それぞれ入りと出を整理し

ております。 
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 まず、業務活動によるキャッシュ・フローとして、キャッシュアウトの項目

としましては、原材料、商品、またはサービスの購入による支出。これは何か

といいますと、鉄道建設に係る支出というものでございます。２,７２８億１,

８００万のキャッシュアウトがあった。それから、共済年金追加費用支払支出、

鉄道助成補助金支出等がキャッシュアウトの項目でございます。一方、キャッ

シュインといたしましては、鉄道助成業務収入、あるいは処分用資産売却収入

ということで、土地、あるいはＪＲ西日本の株式売却収入の受け入れというの

がその主たるものでございます。そのほか補助金等の収入を受け入れて、差し

引き、業務活動によるキャッシュ・フローとしては４,７０３億４,２００万の増

ということでございます。 

 ２つ目の投資活動によるキャッシュ・フローでありますが、同じくキャッシ

ュアウトといたしましては、譲渡性預金の預け入れによる支出、それから投資

有価証券の取得による支出。これは先ほどご説明申し上げました特例業務勘定

での国債の購入ということであります。差し引き、投資活動によるキャッシュ・

フローとしては３６６億４,５００万の減ということであります。 

 ３つ目が財務活動によるキャッシュ・フローということで、キャッシュアウ

トとしては債券の償還による支出、それから長期借入金の返済による支出とい

うことで、いずれも新たな債券の発行による収入、あるいは長期借り入れによ

る収入を上回っております。したがいまして、財務活動によるキャッシュ・フ

ローとしてはマイナス２,５９７億７００万ということで、これも償還が進んで

いるということを示しているものと考えております。資金期末残高といたしま

しては、５,８２６億６,０００万ということでございます。 

 続きまして、２０ページでございますが、これが独立行政法人として求めら

れている財務諸表の一つでありまして、行政サービス実施コストの計算書とい

うものでございます。これは独立行政法人の様々な業務活動が、国民経済的に

見てどの程度のコストがかかっているのかということをお示ししたものであり

まして、損益計算書の費用から補助金等の収益を除いた自己収入を引いたもの

に損益外減価償却等相当額、Ｂの部分でありますが、それに引当外退職給付増

加見積額、Ｃのところ、それから機会費用Ｄを足したもの、これが行政サービ

ス実施コストということで認識をされておりまして、当機構につきましては２
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１７億８,５００万ということでございます。これがどういう意味を持つのかと

いうことにつきましては、次年度以降、比較の数字もお示しできるかと思って

おりまして、そこでもって提供するサービスのコストがどうなっているかとい

うこともご議論をいただけるかと思っております。この機会費用につきまして

は、例えば国から無償で資産を借り受けている場合には類似の使用料を立てる

とか、あるいは政府の出資を受け入れている場合には、一定の率で割り戻して、

いわゆるオポチュニティーコスト（機会費用）というのを算定して、それも加

えた形で行政サービスの実施コストを算定するというものでございます。 

 ２１ページ以降は、それぞれの勘定ごとの計算書でございます。説明は割愛

をさせていただきたいと思います。 

 ２７ページをご覧いただきたいと思います。以上の説明が機構本体、単体の

財務諸表の概要でございますが、連結財務諸表につきまして若干ご説明をさせ

ていただきたいと思います。連結の範囲といたしましては、特例業務勘定にお

いて１００％の出資子会社であるレールシティ東開発とレールシティ関東の２

つの株式会社が連結対象でございます。それぞれの事業概要につきましては、

２.のところにお示しをしてございます。不動産の賃貸業務、あるいは土地処分

等のアウトソーシングを担当するものでございます。 

 この連結対象の子会社も含めた連結財務諸表につきましては、次に比較の形

でお付けをしておりますが、３０ページをご覧いただきたいと思います。比較

損益計算書でお示しをしておりまして、１５年度末の結合というのは、単体で

見ていただいた機構の損益計算書でございます。その次の連結というのが、先

ほどの２法人も対象にした連結の損益計算書でございますが、経常費用、経常

収益、それぞれ含めた形で計上しておりまして、当期純利益のところをご覧い

ただきますと、先ほど単体のところでは６２４億９００万ということでご説明

を申し上げましたが、連結で見ていただきますと、６億６,０００万の増という

ことで、６３０億７,０００万ということで、この機構の収益に貢献をしている

ということがお分かりいただけるかと思います。 

 以上、財務諸表の説明をさせていただきました。 

 引き続きまして、議題２の１６年度長期借入金等に係る償還計画につきまし

てご説明をさせていただきたいと思います。 
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 資料の２をご覧いただきたいと思います。 

 １ページ目でございますが、機構におきましては、毎事業年度、長期借入金

及び債券の償還計画を立てて、国土交通大臣の認可を受けることになっており

まして、その認可に際して、当評価委員会のご意見を頂戴するものでございま

す。各勘定ごとの資金のスキームにつきましては、同じく資料の８ページ以降

に簡単なフローを載せてございます。これは当評価委員会で、これまで各勘定

ごとの資金のフロー、それからその償還の確実性につきましてご議論をいただ

いたときにご説明をさせていただいた資料でありまして、本日は説明を割愛さ

せていただきますが、その各勘定ごとの資金フローに従いまして、この１ペー

ジ目の総括表でもって償還計画の説明をさせていただきたいと思います。 

 まず、特例業務勘定を除いた５つの勘定で長期借り入れを行っているという

ことであります。例えば建設勘定のところを見ていただきますと、償還の原資

としては貸付料収入、あるいは譲渡代金ということでありますが、長い目では

これはすべて回収されるということでありますが、例えば建設に当たっては外

部から資金を調達して建設をしていくということ。あるいは単年度で見たとき

には、貸付料収入、あるいは譲渡代金収入でもって償還し切れない部分につき

ましては、新たに借り換えをしないといけないということがこの資金調達の主

な使途でございます。建設勘定について見ていただきますと、１６年度の償還

額は、括弧にあります、借り入れにつきましては８７８億円、それから債券に

つきましては、２,７２６億円の償還を予定しておりまして、その結果、１６年

度の末の時点における借入金の債務残高につきましては１兆５,３９５億円を

見込んでございます。債券につきましては、１兆４,２２２億円を見込んでいる

ということでございます。 

 この借入金、あるいは債券の１６年の時点における償還計画がどうなってい

るのかというのは、次の２ページをご覧いただきますと、建設勘定の償還テー

ブルが出ておりますが、今申し上げました長期借入金、あるいは債券につきま

しては、このような形で１６年の時点では償還をすることを考えているという

ことであります。長期借入金につきましては４２年度で完済と。債券につきま

しては、２６年度で完済をするというのが１６年の時点における計画でござい

ます。 
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 船舶、造船、それぞれについての説明は割愛をさせていただきますが、合計

のところをご覧いただきますと、機構全体の借り入れにつきまして、１６年度

は６,１５０億円の償還を予定しております。その結果、１６年度末における借

入金の債務残高につきましては６兆６,６６８億円を見込んでございます。債券

につきましては４,０４５億円の償還。その結果、１６年度末における債務残高

は１兆８,０１９億円ということでございます。トータル１兆１９５億円の償還

を考えておりまして、１６年度末では８兆４,６８７億円の債務の見込み額とい

うことで、着実に債務の償還が進んでいるということがご覧いただけるかと思

います。 

 １６年度における借入金及び債券に係る償還計画につきましては以上でござ

います。 

○分科会長 

 どうもありがとうございました。 

 ただ今の財務諸表、償還計画の説明につきまして、ご質問、ご意見をお願い

したいと思います。まずは財務諸表のほうからお願いして、その後、償還計画

のご意見等をお伺いしたいと思います。 

 それでは、まず、平成１５年度財務諸表について、ご質問、ご意見をお願い

いたします。 

○上田委員 

 ２点ばかりご質問させていただきます。 

 １つは、資産の部の固定資産の有形のところのいろんな構築物とか共有船舶

等の資産の価値なんですが、建設勘定で言えば、資産の貸借対照表の１０ペー

ジ。有形固定資産のところでいろんな価値が出ているわけですが、これでは基

本的には調達の原価でやっているという理解でよろしいですか。そうすると、

償却のときも定率なりの耐用年数を設定されて、それでずっと償却の計算をさ

れているんでしょうか。最近、道路公団とのいろんな評価のときでも耐用年数

のとり方が幾つかあって、機械的な、通常の税法でやっているような、ああい

う１０％最後に残して償却するという、大体、標準的にやられているという理

解でよろしいでしょうか。耐用年数はそれぞれの資産でやられているんですね。 

 それからもう一つは、先ほどの２０ページから出て参ります行政サービス実
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施コスト。こういう計算がどういう意味があるのかということと、また、こう

いう行政サービスのコストを計算して、これからこの機構だけではなくて、お

そらく行政全体の中でいろんな効率を評価するときに、多分こういうものは重

要なインデックスになってくるんだろうと思うんですけれども、ここで言うと

きの費用に、収入のほうはどうかわかりませんが、いろんなものには、税金が

中にいっぱい入った、税込みの価格で全部費用は計算されていると、税金の部

分というのは政府に戻ってくる分なんです。そうしますと、こういうのはほん

とうに社会が犠牲にしている費用として計算するときには、税金がかかってい

る値段で計算するときにどうするか。これは、実は費用対効果の計算のときに

も建設費等にいろんな税金がたっぷり、消費税等が入っているときに、それを

どう扱うかといったら、まだちょっと標準的なやり方ができていないんです。

そうすると、ここで費用の分が随分、本来なら税収として政府に戻ってくる分

も含んだ費用になっている可能性があって、そうすると、この行政コストがど

うなるんだろう、そうなる可能性がありますね。ですから、その辺の計算法は、

おそらくこの機構での評価だけでなくて、ほかのところでもこういう似たよう

な行政コストの計算をされるときに多分問題になってくる点だと思いますので。

今のは、まだそういう費用の中に、本来、費用として計算しなくていいものが

入っている可能性がある。これを注意書きなり、どこか資料の中で忘れないよ

うにという意味で、どこかで理解しておいていただければと思います。 

 以上です。 

○会田委員 

 あまり詳しく説明いただかなかったところなんですが、資料１－１でいきま

すと、１７ページ。損益計算書の中で、臨時利益で引当金戻入益。正式な財務

諸表は、各勘定別の貸借対照表、損益計算書、行政サービス実施コスト計算書

等なので、個別のほうを見てみると、かなりいろんな項目、いろんな引当金の

戻入益が出ているんですが、臨時利益、この半年間で何か特別な事象があった

のかどうかという点が１点です。 

 それからもう１点、これも今日ご説明いただかなかったところなんですけれ

ども、先ほどの資料１－１の下についています財務諸表のところですと、会計

方針のところに退職給付債務の計算について割引率が出ていまして、この割引
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率が厚生年金基金と一時金とでちょっと違っているんですけど、何かこのあた

りで理由があるのかどうか。もし、おわかりになりましたら、２点目もご回答

いただければと思います。 

 以上、２点でございます。 

○鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

 お答えいたします。 

 １点目の処分用資産処理引当金戻入益でございますが、これは名古屋にござ

います南方貨物線という建設途中で完成に至らなかった貨物線がございまして、

その高架構造物を撤去した上で土地を売却いたしますと、撤去費用のほうが売

却費用を上回る見通しでございますので、その差額分、損失が出ることが確実

でございますので、その分を引き当て計上しております。ところが、高架構造

物のままで買い取っていただけた部分が出て参りまして、その分は撤去する必

要がなくなりましたので、その分引き当てる必要がないということで戻し入れ

ているものが１０億円でございます。 

 ２点目の退職給付に係る割引率でございますが、一時金と厚生年金基金の率

が１.５と２.０と変わってございますが、これは一時金のほうは職員の在職勤務

年数が約１０年という計算に基づいて行っております。基金のほうは、給付の

対象が二十数年あるということで、一応２０年の国債を見まして、それぞれ１.

５と２.０という割引率で行っております。 

 以上です。 

○会田委員 

 １点目について、私の質問は、個別の内容を伺うんじゃなくて、実際の決算

書を見ますと、たくさん引当金の戻入益があるんです。これは正規の財務諸表

のほうの４ページ目、これは、本来、勘定別の財務諸表を合算したものだと思

うんですけれども、こちらのほうですと、臨時利益として５つの引当金戻入益

がある。これは毎年発生するのかどうか。特に、今回、機構発足からまだ半年

しかたっていないのに、こんなにたくさんの戻入益が出るほど臨時的な何か事

象が発生したのかどうかというところが私の質問の趣旨でございます。 

○鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

 お答えいたします。 
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 先ほど説明いたしました以外の引当金につきましても、実際に工事を行って

みますと、見込んでいた工事費用との差額が出て参りますので、想定したほど

の工事費がかからなかった部分につきましては、少なく済んだ工事費について

は戻し入れが発生するという性質のものがございますので、毎期、何がしかの

戻し入れは発生すると思われますけれども、今期、主要な戻し入れは、先ほど

申し上げた高架構造物の撤去にかかわる戻し入れということでございます。 

○会田委員 

 全体から見ると、金額はそんなに大きくないのでここまでにしておきますけ

れども、毎期発生するんだったら、ほんとうに臨時利益でいいのかどうかとい

うことも含めてご検討いただければと思います。 

 私のほうは、別に今回、財務諸表の意見として言うべきかどうかというんじ

ゃなくて、今後の会計処理も検討して欲しいということでございます。 

○分科会長 

 もう一つのほうはいかがでしょうか。 

○会田委員 

 もう一つのほうはわかりましたので結構です。 

○分科会長 

そうですか。ありがとうございます。 

 今の最後のお話についてはいかがですか。ご検討いただくということでよろ

しいですか。 

○鉄道局財務課長 

 お答えをいたします。 

 金額的には、先ほどご説明申し上げましたように、特例業務の関係が主なも

のなんですけれども、船の関係でも出ておりますし、これがご指摘のとおり、

毎期、毎期発生するようなものであれば、果たして臨時として整理するのが適

切かどうかというご指摘につきましては検討させていただきたいと思います。 

○分科会長 

 ありがとうございます。 

 そのほかいかがでしょうか。 

 細かい話ですが、資料１－１の１ページ目の鉄道建設業務関係経費のところ
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ですが、貸付鉄道施設附帯業務費で津軽海峡線鉄道施設改修費他、この改修費、

附帯業務費というのはどのように理解すればいいですか。 

○鉄道局財務課長 

 ここに書いてございます津軽海峡線もそうでありますが、そのほかにいわゆ

るＣＤ線と言っている鉄道公団の時代につくって、それをＪＲに貸し付けてい

る鉄道がございますけれども、その貸付鉄道についての補修費及び税金等とい

うものがここに計上されているものでございます。 

○分科会長 

 そうすると、貸し付けているときの常態的なメンテナンスと、何か根幹的な

メンテナンスと分けるルールがあるわけですね。 

○鉄道局財務課長 

 それぞれ協定で細部は決まっているんですが、通常のものにつきましては、

貸し付けているＪＲのほうで整備をすると聞いております。 

○分科会長 

それぞれについて、もう既にそういうルールが協定で結ばれている。 

○鉄道局財務課長長 

 はい。 

○分科会長 

 ありがとうございます。 

 いかがでしょうか。よろしいですか。それでは、ありがとうございます。 

 それでは、平成１５年度財務諸表に関しましては意見なしという形で、一応

ここの結論としたいと思います。なお、ご検討はよろしくお願いいたします。 

 続きまして、１６年度長期借入金等に係る償還計画につきまして、ご質問、

ご意見をお願いいたします。 

○会田委員 

 評価委員会のミッションがどの辺にあるのかよくわからないんですが、この

資料だけで意見を言うのはなかなか難しいのかなと。順調にこの債務が償還さ

れていくということで、それは結構なことなんですけれども、やはりその償還

の原資となるほうがきちんと確保されているのかどうか。このあたり、貸し付

けの回収が滞っていないかどうかとか、あるいは当初予定していた譲渡代金が
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ちゃんと入っているのかどうかと、そのあたり、もしお分かりになりましたら、

少し説明をいただければと思います。 

○鉄道局財務課長 

 ただ今のご指摘につきましてお答えをしたいと思います。 

 確かに、この総括表だけではどう評価、ご意見をいただいていいのかという

のはあるかと思います。実はこの評価委員会、今回が第４回目ということであ

りますが、これまでも資金回収の確実性等につきましてご指摘をいただいて、

それぞれの資金スキームがどうなっているか、その償還の確実性等について、

どう担保しているのかといったようなことにつきましてはご議論いただいたと

ころでございます。個別に見れば、償還原資、あるいは償還というのが滞って

いる面もないわけではございません。後ほどの業務実績のところでもご説明を

申し上げますが、いろんな手を打っておりまして、単年度、単年度で見れば、

不足する部分も出ておりますが、中長期的な対応も含めて対策は講じていると

ころでございます。鉄道につきましても、プロジェクトによってはリスケジュ

ールということで、本来２５年で償還する予定のものが少し期間が延びたりし

ているものもございますが、地元の自治体ともタイアップをして利子補給を行

うとか、あるいは新たな出資をすること等を行うことによって確実に償還がさ

れるものと考えてございます。 

○上田委員 

 機構の場合は、収入でこの原資と言われるところが、いろんな貸付代金であ

ったり、譲渡代金であったり、あるいは回収するお金であったりというような

ところですけれども、有料道路なんかですと、ここは何でやるかというと、交

通量はどれぐらいで、料金はいくらにして、どれだけ収入があるか、それがす

べての原資になるわけです。そうすると、その償還計画がどれぐらい信頼でき

るのかというと、最終的にはつくった道路の交通量がどのぐらい見込みが正し

いのかとか、その交通量の変動が景気でどう動くかというような感度を見たり

ということで、財務的な信頼性を見るということを進めるわけです。 

 ここのときに、いろんな使用料とか譲渡代金というのが、将来どのぐらいの、

最終的にはネゴシエーションで決まってくる部分があるので、不確定要素が非

常に大きいと思うんですが、今度、逆に譲渡した先、貸し付けた先の経営とか、
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そこでの旅客の実績がどうなるかということの信頼性、最終的には間接的にこ

こに影響してくるということになると思うんです。そこまで間接的なものをど

う評価するかというのは、私もあまりやったことがないのでよくわからないん

ですけど、そういう不確定な、過去にこのような予定をしていて回収できるお

金がなかなか回収できなかったとか、譲渡代金をこのぐらい見込んでいたんだ

けれども、いろんな事情でここまでディスカウントしたというような実例があ

れば、少なくとも過去に経験した、そういう悪いほうのファクターについては、

この償還計画の、平成３０年ぐらいまでの間の時間の中で、今までに経験した、

最悪こういうことがあってもこのぐらいのところまでちゃんと健全に返せると

いうような、悪いケースも含めた感度分析といいますか、悪いシナリオでもこ

こまでちゃんと返せるよというチェックを、これでこれだけ返していったら大

丈夫ですって、これはもうそのとおりなら全く問題ないわけですけれども、何

があるかわからないというか、過去にあった悪いことについては将来にも組み

込んでみて、その上でチェックをしておくという、慎重な確認が必要だと思う

んです。 

 それはそんなに難しいことなのか、やったことがないので無責任なことは言

えないんですけれども、そういうチェックをして、それでもこの期間の間にこ

のぐらいまで、大体見込みとして、最悪でもここまでは返せるし、うまくいけ

ば、このぐらいまで返せますよという、ある種の幅を持った検討を１回やられ

て、それをこれに書類として附帯してつけるかどうかは別にして、別途検討資

料としてでも何かやられておけばいいんじゃないかと思います。 

 以上です。 

○鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

 補足的にご説明をさせていただきたいと思いますが、よろしゅうございまし

ょうか。私どもの機構はいろいろな形で資金を調達いたしますけれども、私ど

もが調達した資金はすべて回収する。別に儲けることは考えておりませんし、

損はしちゃいけない。いずれにしても、投下した資金はすべて回収するのが大

原則でございます。 

 回収の仕方もいろんなルールがございまして、鉄道の、例えばＣＤ線のよう

に借入金は４０年間の元利均等で償還できるように貸し付けるとか、あと船の
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ほうは耐用年数に応じて返していただく。こういう形になるわけなんですけれ

ども、いずれにしても損はしない。 

 鉄道の場合ですと、まず最初に、鉄道事業そのものが事業として成り立つの

かどうかを鉄道事業を始める前にお役所のほうも巻き込んだ形で検討が行われ

る。そこでいろいろなケースがあって、需要予測もいろんなケースを立てて、

それとあと建設費との見合い、それから助成のシステムの、どういうものを採

用するか。それとの見合いで資金の回収計画というものが立てられていく。そ

ういう中で、これは大丈夫だなということになったときに建設に着手していく、

こういうことだと思いますが、ただ、これまでの間、不幸にして思ったほど需

要が伸びなかった、そういう鉄道についてやはりリスケジュールとか、そうい

うことがあるわけでして、そういう過去の経験にも照らして、皆さんそれぞれ

今は非常に慎重に物事を見極めるようになっているとは思いますけれども、そ

ういう長期的な収支採算性をきちんと確保する。そういう中で、関係者が全部

理解をした上で事業を進めていく。その中に私どもの事業も入ってくると、こ

ういうことだと私どもは意識しております。 

 船のほうにつきましては、これもやはり今の景気の状況によりまして、実は

先ほど来話題になっておりますが、未収金ということも発生した。こういうこ

とでありますけれども、昔も一応きちんと審査はしていたつもりなんですけれ

ども、やはり将来きちんと私どものほうに対して使用料を全部払っていただけ

るかどうか。そのためには、船価との見合いで回収額がどのようになっている

か。それで、荷主さんをきちんと押さえているかとか、会社の今の経営状況は

どうか。そこら辺もきちんと審査をした上でないと融資はしませんという運用

をしております。次の段階でご説明いたしますけれども、現実に未収が発生し

ている分については一生懸命になって回収をやっているところでございます。

現状はそういうことでございます。 

○分科会長 

 おっしゃることはよくわかるんですが、例えば先ほどの南方貨物線とか新幹

線も、開通しないところで駅部分だけやっているとか、この機構の責任じゃな

いようなことがあるわけです。問題は、予定どおりいけばいいんだけど、南方

貨物線も環境問題とかいろんなことがあって、ああなっちゃって。あと、この
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機構としては、どの段階まで、借金でつくっているわけですから、どんどんそ

れが膨らんでいって、結局どこかで負担するときにものすごい金額になっちゃ

うようなことだとすると、早く処理しなきゃいけない。そういうことを施工命

令を出した人に交渉しなきゃいけない。こういうプロセス、そういう管理をや

る指標が一体どこにあるのかというのは、リスクの性格によって違うわけです

ね。 

 それから、場合によっては、環境対策等は典型ですが、財務上は損失があっ

てもやらなきゃいけない。つまり、社会的に責務としてやらなきゃいけない。

ここにこういう独立行政法人と言いながら公的な使命を持った機関の役割があ

るはずです。したがって、財務的には問題があってもやる。その論拠は、実は

ここにありますとか、そういうことはもうちょっとクリアにしていったほうが

いいんじゃないか。その見方のルールです。これは毎回申し上げていることで

す。もうこれ以上は繰り返しませんが。 

 上田先生がおっしゃるように、この財務諸表のリスクの問題、あるいは会田

先生がおっしゃったように本当に大丈夫かということを、どういう格好で財務

諸表の中に入れ込むか、例えば貸倒引当金という格好でやっていけばいいのか、

あるいはそのタイミングはどこで計るのかという、財務諸表を見てわかること

と、そうじゃないこととは、一体何がそうで、何回も申し上げていますが、理

事長は何を見て管理をしていればいいのかという、その辺の検討を是非やって

いただければと思います。 

○鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

 今のお話の中で、分科会長がお話になったとおりだと思いますが、私どもと

すれば、まず財務諸表そのものが本当に企業会計なり、関連省令なり、いろん

な形の中でちゃんと適正にやっているという、まずこれが原点にないといけな

いわけです。これは監査法人の方に見ていただいたり、もう一つは、今、上田

先生がおっしゃったように、業務運営の中で本当に確実に返ってくるのか。私

どもは、財務諸表は、ただできましたというだけじゃなくて、経年的にどうな

ってくるか、危険なところはどこにあるか、やっぱりそれの指標にも使ってい

かなければいけないと思います。ただ、難しいのは、これは将来こうなるだろ

うから危ないという判断が、今の時点でどういう考え方でできるかどうかとい
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う問題が一つあると思います。これは鉄道を含めると大分違うと思いますが、

そういう中で、どういう考え方で、どうも危険だとかという、そこのところに

だけ、どうやって業務運営の中で手を打っていくかというのが私どもの財務諸

表に対する取り扱いの中で一番ポイントだと思っているわけです。 

 それから、もう一つは、特例業務の南方貨物線のように、また特殊だと思い

ますが、これは後からも出ますけれども、売れ残ってくる、いつまでも残して

おいたらどうしようもない。壊したところで本当に壊した分売れるという問題

とか、確かにいろいろあるわけです。だけれども、それは機構とすればやっぱ

り社会的に見て、それはどういう評価の中で、これを国民の皆さんに見て納得

していただけるかというのは考えていかなければならないと思います。 

 私どもとすれば、財務諸表というのを一つの業務運営の中で生かしていく。

あるいは国民にも分かり易い形で、こんな厚いのを出しても国民が見てもわか

らないわけですから、どういう形でこれをわかる形にしながら意見を聞くかと

いう、半年しかたっていませんので、これからそういう観点を含めて少しまと

めていきたいと思っております。貴重なご意見をいただいて本当にありがたい

と思っております。 

○分科会長 

 あと、当面は業務実績評価のほうでその辺のことを見ていて、しばらく実績

ができたら、もう少し定型的な見方、評価の仕方を考える。こういうことかと

思います。 

 そのほかいかがでしょうか。よろしいでしょうか。それでは、ありがとうご

ざいます。 

 それでは、平成１６年度長期借入金等に係る償還計画に関しましても意見な

しという形でこの分科会の結論とさせていただきます。どうぞよろしくお願い

いたします。 

 以上をもちまして、議題１の平成１５年度財務諸表、議題２の平成１６年度

長期借入金等に係る償還計画の審議が終了いたしました。休憩後に議題３の業

務実績評価を行いますが、こちらは非公開となりますので、恐れ入りますが傍

聴者の方がおられればよろしくお願いいたします。 

 それでは、２時５分前からスタートしたいと思います。よろしくお願いいた
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します。 

（ 休  憩 ） 

 

議題３．平成１５年度業務実績評価 

 

○委員 

 それでは再開します。 

 それでは３番目の議題であります、平成１５年度業務実績評価でございます。

この実績評価の審議の進め方について、既に事務局から各委員に対しまして説

明されていると思いますが、確認として簡単にご説明させていただきます。 

 本日は、鉄道・運輸機構から、資料３－１、「平成１５年度業務実績報告書（概

要）」と資料３－２、「業務実績報告書」により業務実績の説明をお願いし、そ

の後時間の許す限り質疑等を行いたいと思っております。したがいまして、本

日の分科会においては、最終的なアウトプットである「業務実績評価調書」の

作成は行わず、次回８月３日の分科会において、個別項目ごとの業務運営評価

を行うとともに、総合的な評定であります実施状況全体の業務運営評価と、自

主改善努力評価、更に業務全般に関する意見についてご審議を賜り、評価の確

定を行いたいと思っております。 

 また８月３日の分科会資料といたしまして、各委員におかれましてはお忙し

いところ恐縮ですが、７月２３日までに資料３－４、一番下についております

が、「業務実績調書（案）」の評定結果欄に０から３点の点数を記入していただ

くとともに、評定理由、意見欄にお気づきの点をご記入いただき、返信用封筒

を用意させていただいておりますので、事務局への送付をお願いしたいと思い

ます。７月２３日まででございます。 

 また、今日のご説明を聞いていただきながら、業務実績評価調書に記入いた

だいて、本分科会終了後、事務局へお渡しいただいても結構ですし、あるいは

お持ち帰りいただいて、新しいのをいただくことも可能でございますので、ご

記入いただきたいと思います。 

 その後、事務局において各委員から最終的にいただいた調書を取りまとめて、

これを次回の資料とさせていただきたいと思っております。 
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 それでは、鉄道・運輸機構から、「平成１５年度業務実績報告書」について、

ご説明をお願いいたします。 

○鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

  まず、今日の説明の仕方でございますが、お手元に大きな冊子で印刷をい

たしました、「平成１５年度業務実績報告書」というのがあるかと思います。ま

ずこれを使わせていただきたいと思います。それから、お手元に同じような形

をした資料で、「平成１５年度業務実績報告書（概要）」というものがあるかと

思います。今日の説明はこの概要版と、それからこの「実績報告書」と両方を

照らし合わせる形で、スピーディーに説明をさせていただきたいと思います。 

 まず、「実績報告書」の構成について簡単にご説明させていただきたいと思い

ますけれども、この膨大な「実績報告書」でございますが、中身は機構が発足

をいたしました平成１５年１０月以降の、要するに半年分でございます。まず

１ページをおめくりいただきますと目次が書いてございまして、第１部 平成

１５年度計画の実施状況とございます。まず１番目として、業務運営の効率化

に関する措置でございます。それから数字の２番目、真ん中ほどですが、質の

向上に関する目標を達成するためにとるべき措置でございます。 

 次のページにいきまして、３番目が予算、収支計画、資金計画。数字の４番

目、短期借入金の限度額、５番目、その他業務運営に関する重要事項。この項

目立ては、年度計画の項目立てと同じ、もとを正せば中期計画、中期目標と同

じ項目立てでございます。 

 それから、さらに目次の最後のほうに、第２部 自主改善努力というのがご

ざいます。これは、年度計画には盛られておりませんけれども、私どもなりに、

実はこんなこともやらせていただいておりますということをまとめさせていた

だきました。 

 内容的には、２３１ページまでが私どもの「実績報告書」ですが、さらにそ

の後ろに参考資料集というのもついてございます。これは、私どもの「実績報

告書」の中で引用している「参考資料」でございまして、後ほどご覧いただけ

ればと思います。 

 それで、具体的に「実績報告書」がどんな形で記述をしてあるかということ

でございますが、８ページをご覧いただきたいと思います。年度計画には全部
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で７３の項目がございますが、各項目ごとに四角の枠で取り上げる形にしてご

ざいます。四角の枠の中をご覧いただきますと、上から、中期目標にどういう

ふうに書いてあり、それから中期計画はそれを受けてどういうような記述があ

り、それを受けて平成１５年度計画はどういうことを書いたかという構成にな

っております。枠の外側のほうに、年度計画をどういう考え方で目標を設定し

たのか。それから、当該年度に、具体的にどういう取り組みをしたのかを９ペ

ージの真ん中以下に書いてございます。それから１０ページのほうにいきます

と、次年度以降の見通しはどうかという３つの順番に従いまして、それぞれ各

項目ごとに記載がしてあるということでございます。 

 このような実績報告書につきまして、私どもが機構として取りまとめるに当

たりまして、どのようにして行ったのかということだけ簡単にご説明申し上げ

ておきたいと思います。「実績報告書」の１３ページをご覧ください。実は、機

構が発足しましてから、私どもの経営の根幹をなす中期計画を受けた各年度の

年度計画をつくりながら、中期計画を推進し、フォローアップをしていこうと。

このために、理事長に強力なリーダーシップを発揮していただく体制をつくろ

うということで、中期計画推進・フォローアップ委員会というものをつくりま

した。ご覧の名簿がございますが、この委員会がいろいろと議論する過程で、

外部の方々からも社外取締役的にいろいろご意見をいただこうということで、

実は審議委員会というのもつくりました。 

 １４ページをご覧いただきたいと思います。審議委員会からいろいろと具体

的なご意見をいただきながら、機構の中のこの委員会で取りまとめをしていく

という形で中期計画を推進しているわけでございますが、この報告書の取りま

とめに当たりましては、素案の段階で、外部の審議委員会にお諮りしてご意見

を賜りまして、それも踏まえながら最終的に機構の中の委員会で取りまとめを

したということでございます。 

 それでは、具体的に２つの資料を照らし合わせながら説明をさせていただき

たいと思います。まず、横長の概要版のほうの項目の１、総括的業務の組織の

関係でございます。ここでは、総務、経理等の共通管理部門の統合の関係でご

ざいますが、大きな「実績報告書」でいきますと８ページでございます。年度

計画では、総務、企画、経理部門それぞれにつきまして、８ページの枠の一番
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下に書いてございますように、横断的に編成しなさい。それから、総務部、企

画調査室、経理資金部を設置しなさいという年度計画をつくりました。具体的

にどうやったかということにつきましては、９ページの下のところに書いてご

ざいますが、かぎ括弧で、総務、経理等の共通管理部門の統合といたしまして、

実際そのとおりにつくりましたということでございますが、私どもは機構の統

合に当たりまして、もっと積極的に統合の実を上げ、そのためには意識改革も

図ろうということで、９ページの下から４行目以下に書いてございますけれど

も、シンボルマークをつくったり、キャッチフレーズをつくりましたり、それ

も全員参加のアンケートで決めるということをやりました。それから、イント

ラネットも直ちに立ち上げまして、機構全体の情報を職員で共有しようと。そ

れから、「機構ニュース」も月に１回発行しようということをやっております。

１０ページにシンボルマーク、キャッチフレーズがございまして、このような

取り組みをしているということでございます。 

 それから、次、項目の２番目、「実績報告書」ですと１２ページでございます

が、総合的な企画調査体制を確立しようということで、１２ページの四角の枠

の一番下に書いてございますが、企画調査室を設置いたしましょうということ

でございます。具体的に１２ページの一番下の行に書いてございますように、

そのとおり企画調査室をつくりまして、隣に室長がおりますが、中期計画、年

度計画の策定だけではなくて、その推進、フォローアップを中心的に担ってい

く役割を果たしていただいているわけでございますが、先ほど申し上げました

ように、機構全体で取り組もうと、理事長のリーダーシップのもとにみんなで

やろうということで、１３ページの真ん中に書いてございますように、フォロ

ーアップ委員会をつくりましたし、それから外部の方々の意見もいただこうと

いうことで、１４ページに書いてございますように、審議委員会というのもつ

くりました。 

 それだけではなくて、更に機構の業務全般にわたって大所高所からご意見を

いただこうということで、１５ページに書いてございますように、外部の有識

者の方に特別顧問になっていただきました。１５ページの真ん中に表がござい

ますが、５人の方々になっていただいたということでございまして、これまで

２回、特別顧問会議というものをさせていただいておりますが、いろいろ大所
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高所から貴重なご意見をいただいているということでございます。 

 次に、横長の資料の項目の３つ目、政策課題に対応した機能別組織への転換

ということでございますが、「実績報告書」ですと１６ページ。「ウ」政策課題

に対応した機能別組織への転換、部横断的な業務運営の推進ということで３つ

ほどございます。広報・情報機能、財務・施設管理機能、技術支援機能、この

３つにわたって体制を強化しようということでございまして、１７ページの下

から３分の１ぐらいのところに書いてございますが、当該年度の取り組みとい

たしまして、機構発足と同時に広報・情報公開室を設置しておりますし、ホー

ムページも開設をいたしました。 

 それから１８ページのほうを見ていただきますと、資金の管理の一元化をし

ようということで企画課と管理課というものをつくりまして、後ほどもご説明

しますが、非常に効率的な資金管理を行うということができるようになってお

ります。それから、真ん中に書いてございますが、技術支援部というものもつ

くりまして、いろいろな技術部門、陸から海まで揃えましたので、その技術支

援の手法をいろいろと共有化しようという体制ができたということでございま

す。 

 それから、項目の４つ目、鉄道建設本部の設置でございます。「実績報告書」

の２０ページに書いてございますように、先に、年度計画における目標設定の

考え方のところをご覧いただきますと、要するに鉄道の建設と申しますのは、

用地から土木、電気、軌道、機械、建築等と非常に多岐にわたります。そうい

う専門的な技術を持っております集団を、綿密な連携のもとに統合的に活用し

て行うのが鉄道の建設である。やはり指揮系統の一元化が必要であるというこ

とで、そういう考え方のもとに鉄道建設本部制というものを設置することを考

えたわけでございます。２０ページの下のところに記載がございますように、

そのとおり鉄道建設本部を設置しております。 

 それから、項目の５番目、部横断的な業務運営に関する評価手法の検討のた

めの検討体制の確立。機構の発足に伴いまして、いろいろと横割り的な組織を

つくっただけではなくて、更にその横割り的な組織も横断するような形での業

務運営を行おうじゃないか。その業務運営を行うために評価手法も確立しなけ

ればいけないということで、初年度でございますから、とりあえずまず具体的
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な検討体制を立ち上げようというのが年度計画でございます。これにつきまし

ては、２３ページの冒頭から書いてございますように、とりあえず検討会を立

ち上げて、いろいろな手法について勉強を始めたということでございます。 

 次、効率性の高い業務運営の仕方の問題でございます。項目の６番目、一般

管理費の削減でございますが、「業務実績報告書」では２４ページ目になります。

これは実は大変厳しい中期目標の指示をいただいていまして、特殊法人時の最

終年度比で１３％程度、一般管理費を節減しようということでございます。中

期計画もそれと同様の記載になっております。この点につきましては、私ども

もほんとうに細かな、１円の節約から始めました。新聞、雑誌の購読の見直し

から公用車の台数削減、事務所賃借料の削減、サーバーの集約化、派遣職員の

人件費の削減、２４ページから２５ページまでいろいろな項目が書いてござい

ますけれども、実はその結果でございますが、２４ページの当該年度における

取り組みの４行目に書いてございますように、６.５％減の予算を計画して、そ

の範囲内でやっておりますので、中期目標期間の１３％削減の半分程度は、初

年度の半年分で行ったということでございます。 

 それから、次、項目の７番目、事業費の削減の関係でございます。「実績報告

書」は２６ページになりますが、これも大変厳しい中期目標をいただいていま

して、特殊法人時の最終年度に比べて１５％程度に相当する額を削減するとい

うことでございまして、中期計画もそのとおりになっております。これは中期

計画を通じてということでございますから、中期計画の、これは既にご審議い

ただきました予算の中で、実はその１５％抑制を織り込んだ形で中期計画の予

算が既につくられておりまして、平成１５年度の計画予算もその年割りという

形でやっておりますから、このままいけば当然なるわけでございますけれども、

実際にその予算の範囲内でやっておりますので、中期計画は達成できると思い

ますが、。具体的には、例えば鉄道の建設の分野、東京モノレール、あるいは常

磐新線、中部国際空港連絡線、こちらに書いてございますようないろいろな形

での工費の削減をまず行いまして、予算の縮減に努めているということでござ

います。 

 それから、職員の削減でございます。項目の８番目、「実績報告書」では２８

ページになりますが、中期計画では１,８９１人から１,７７０人にしようと。そ
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れを受けて年度計画では期初の１,８９１人から年度末には１,８６１人以下に

するということになっておりますが、実際に期末の段階で１,８６１人に減らし

ておりますので、年度計画を達成いたしました。 

 それから、弾力的な組織の編成、人員配置の効率化ということでございます

けれども、「実績報告書」の３０ページでございます。年度計画では、弾力的な

組織の編成、運営の効率化、体系的な地方機関の配置、人員配置の重点化・効

率化と抽象的な表現がございますが、要は効率的な組織、人員配置をやろうと

いうことでございまして、これは統合前に、統合する２つの法人の間で非常に

綿密な打ち合わせを行いまして、詳細な組織あるいは要員の配置計画をつくり

ました。それに基づいて新しい組織を立ち上げておりますので、３１ページの

冒頭の４行目以下に書いてございますように一般管理部門の統合、業務部門の

機能別の横割り化、鉄道建設本部の組織の設置。それから鉄道建設本部の中に

おきましては、４支社、１工事事務所、それから４建設局という地方の体制を

つくったということでございます。 

 それから、項目の１０番目、民間マインド、研修計画等の関係でございます

が、実績報告書３２ページ。やはり民間的な考え方を取り入れて、職員もしっ

かり覚悟しなければいけないということが年度計画の中に盛り込まれているわ

けでございまして、この点については理事長以下、特に理事長には全国を駆け

ずり回っていただきまして、職員の皆さんに直接話しかけていただきました。

３２ページの下のほうでございますが、広報誌、イントラネットのほか、説明

会を行いまして周知・徹底を図った。職員の意識改革をやった。それから、研

修計画もつくりまして、３３ページのところに書いてございますように、階層

別研修とか専門研修、現場のＯＪＴの訓練までも含めまして人材の育成を図っ

たということでございます。 

 続きまして、項目の１１番目でございます。統合に伴う円滑な人事運用、人

事評価制度等のあり方に関する検討でございます。３５ページ以下になります

が、円滑な人事運用というのはいわば当たり前のことでございまして、人事評

価制度等のあり方について検討を進める、ここがポイントかなと思いますけれ

ども、この点につきましては、３６ページの冒頭に書いてございますように、

専門的な知識を有する複数のコンサルタントを選びまして、機構では新人事制
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度をどのようにやったらいいのか提案してごらんなさいということで、その提

案を受けまして、部内の委員会でいろいろと揉みました結果、年度末にここに

お願いしようということを決めております。今年度以降、具体的な制度設計を

やっていくということでございます。 

 それから、業務処理の電子化、情報化の関係、３７ページでございます。４

つほど項目がございますけれども、年度計画といたしまして、電子入札につき

ましてはシステムの開発、それからＣＡＬＳにつきましては導入業務の拡大、

それから各種業務システムは２０ぐらいあるんですが、データの共有・連携を

図るための検討を進めましょう。それからネットワークシステムの運用管理の

効率化を図りましょうということで、３８ページにそれぞれやったことが書い

てございます。電子入札システムについては、入札コアシステムを機構向けに

構築するための概略設計、詳細設計、カスタマイズ、稼動試験を行っています。

それからＣＡＬＳについては、熊本の鉄道建設所で運用を開始しました。デー

タの共有・連携については、まず共有データがどういうものがあるのかという

ことについて調査検討に着手をしております。それからネットワークシステム

の運用管理の効率化につきましては、まずサーバーの集約などを行いましたほ

か、システムの運用管理ツールについて、その手法を検討するということをや

っております。 

 それから４０ページ。鉄道建設コストの縮減で、これは大変力を入れている

ところでございまして、これも実は中期目標上は大変厳しいご指示で、１５％

以上、総合的なコストを５年間の間に縮減しなさいということでございます。

年度計画ではこれを受けまして、コスト構造改善改革プログラムというものを

機構の中でつくろう。職員にも説明しよう。その実施状況を随時フォローアッ

プいたしまして、１５年度の実績の取りまとめも行いましょうということでご

ざいます。 

 コスト構造改革プログラムを機構でつくりました内容がどういうものかとい

う概要版が４３ページ、４４ページ、４５ページにございます。大きくいって

３つの項目がありまして、まず４３ページの（１）で書いてございますような

スピードアップ、それから４３ページの（２）でございます最適化、それから

４５ページの（３）にございます調達の最適化ということでございます。それ
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ぞれその大項目のもとに合計２８の施策がございます。これに基づきまして、

コスト構造改善に取り組んでおりますとともに、４１ページの真ん中に書いて

ございますように、それぞれ担当者に対しまして説明会を行いました。 

 結果、どうだったかということでございますが、４１ページの真ん中あたり

に１つ目として、工事コストの縮減実績といたしまして、３.５％削減いたしま

したとございます。それから２つ目として、みなとみらい線、九州新幹線が平

成１６年のそれぞれ２月、３月に開業しておりますけれども、これについては

工事工程を非常に短縮しまして、私どもとしては早期開業に大いに寄与させて

いただいたという自負を持っております。 

 それから、ライフサイクルコストの縮減についても、１から４に書いてござ

いますような例などを筆頭にいろいろなことに取り組みましたということでご

ざいますが、この１つ目の工事コストの縮減実績だけでも３.５％ということで、

中期目標期間中の１５％の、目標の４分の１弱を達成したわけでございます。

２つ目、３つ目などにつきましては、実はまだ評価手法が確定していないとい

うことでございますけれども、これについても評価手法が確定すれば、またさ

らに実績としてはオンできるかなと思っております。 

 いずれにしても、鉄道は道路とはちょっと違いまして、６車線を４車線にす

るというように簡単に規格を変えることができません。規格については、既に

機構が取り組む段階で与えられております。そういう中で、我々なりに一生懸

命努力をしているということについて、私どもとしてはアピールさせていただ

きたいと思っているわけでございます。 

 それから、次、鉄道施設の貸し付け、譲渡事業の貸付料と回収の問題でござ

います。項目の１４番目、「実績報告書」では４７ページでございますが、確実

に貸付料、譲渡代金を徴収しなさいと、金額も書いてございます。これについ

ては、金利の変動の関係で、若干額の変動はございましたけれども、所定の金

額はすべて回収したというのが４８ページ、４９ページに書いてございます。 

 それから、用地業務に係る用地取得計画が、項目の１５番目にございます。

「実績報告書」の５０ページでございまして、当該年度、１５年度で６０万㎡

の取得を図る。これについても、やはり用地の取得が事業の進捗の一番根っこ

のところにあるということでございまして、土木部門と連携をしながら鋭意、
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用地取得に取り組んだ結果、６０万㎡の用地取得については目標を達成してお

ります。ここでアピールをさせていただきたいのは５４ページでございまして、

取得契約という形での契約には至っておりませんけれども、地権者の方から印

鑑を押していただきました。要するに、契約は後でいいから、とりあえず工事

にうちの土地を使っていいよと、こういう起工承諾と言っておりますけれども、

それをいただいた土地がプラスアルファで４.７万㎡ございます。これを私ども

としてはアピールさせていただきたいと考えたわけでございます。 

 ５５ページでございますが、項目の１６番目、残存登記等の未整理財産。こ

れは、私どもが鉄道をつくりまして事業者の方にお渡しをするんですけれども、

道水路の付け替えなどを行った場合には、その段階でまだ財産整理の問題が残

っているわけでございますが、その財産整理の問題につきまして、年度におい

てはやっぱりちゃんと整理工程表をつくって、その整理工程表に基づいて作業

を進めなさいと。これを年度計画として、私どもが定めました。私どもとして

は、そのとおり整理工程表に従って、作業をさせていただいたという記述がご

ざいます。 

 それから、外部委託の推進でございます。項目の１７番目、「実績報告書」の

５８ページでございます。業務の効率化を図るために、定型的な業務全般につ

いて、事業費等の削減に資するような外部委託が可能な部分の検討を行って、

導入の拡大を進めなさいとなっていますが、５９ページに資料がございますが、

ご覧のとおり着実に外部委託は進めております。要員の削減を進める一方で、

外部委託を進めるということもやっております。たまたま１５年度は人数がち

ょっと減っておりますけれども、それは事業量が減ったからでございまして、

傾向としてはずっと増えている。これからも増えていくだろうと考えておりま

す。 

 それから、今度は船舶共有建造業務の関係でございます。未収金発生の防止

抑制方策ということでございます。「実績報告書」の６０ページでございますが、

後ほど申し上げますが、未収金については、残高が１７１億あるということで

ございますので、これ以上の未収金の発生の防止・抑制を図るために、船舶使

用料の支払い状況などを常時監視しなさい。未収金が発生した場合には速やか

に要因を検証して、未収金の最小化を図る。あと事業者との協議などを行いま
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して、できるものであればリスケジュール計画をつくったり、どうしてもだめ

なら適切な法的処理を行ったり、いずれにしても計画的かつ確実な未収金の回

収を図る。こういう作業を強力に、部全体を挙げてやっていくために、共有船

問題対策本部をつくりましょうということでございます。当該年度の取り組み

は６１ページから書いてございます。これを全部ご説明していると大変なんで

すけれども、とにかく取り立てといったら大変言葉は悪いですけれども、債権

の回収につきましては一生懸命やりました。電話作戦から始まりまして、いつ

も経営状況を監視しながら、計画的な未収金を回収するためにリスケジュール

計画をつくりましたり、どうしても事業の経営の継続が困難な場合には会社更

生、民事再生等の手続に移行することもあります。その場合には法的処理を適

切に行って、回収率の向上に努める。当方から破産申し立てをすることもござ

います。そのほか、一般的に未収金が発生した場合には、６２ページに書いて

ございますけれども、回収努力を継続的に行うということで、先ほども申し上

げましたが、電話、面談から始まりまして、用船主あるいは荷主にも会ったり、

関係金融機関にも会ったり、様々な形で未収金の回収の努力をしているという

ことでございます。 

 この点につきまして、記述をたくさん書いてございますが、私どももこれだ

けの努力はしているんでございますけれども、結果的には未収金の問題という

のは完全になくなったわけでないものですから、この点については、これから

も身を低くして頑張っていくという姿勢でいるということでございます。  

それから６４ページでございますが、同じく共有建造業務でいろいろと法的

処理を行うに当たっては、外部の人材のノウハウを使いなさいということです

が、弁護士、海事代理士を、６４ページの真ん中に書いてございますように活

用させていただいております。 

 それから、造船業の構造転換業務でございます。これも管理費の削減に向け

て、民間に委託している譲渡用資産管理費の契約条件の見直しを行うというこ

とでございまして、６６ページの真ん中に書いてありますように、実際に見直

しを行いまして、要は管理体制を見直してくださいということで、跡地の管理

費の削減を４４％行いました。一般管理費の削減目標が、中期目標期間中１３％

ということですから、それを大幅に上回る削減率ということになるわけでござ
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います。 

 項目の２１番目、清算業務の常勤職員数の抑制でございます。これは６７ペ

ージに書いてございますように、５５６人から４６８人以下に抑制するという

ことでございますが、実際にそのとおり抑制したという記述がございます。た

だ、それだけではなくて、年度計画には書いてございませんが、６９ページの

地図をご覧いただきますと、最初機構が発足したときには、清算事業本部の出

先機関として、北海道と東北と九州の事務所もあったわけでございますが、こ

れは１５年度末、今年の３月末で廃止をするということで、整理、合理化をし

ているということでございます。これは年度計画外の事項でございます。 

 以上が大きな項目の第１番目でございますが、次、国民に対して提供するサ

ービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置とい

うことで、業務ごとにいろいろと書いてございます。項目の２２番目、鉄道関

係の投資効果の向上ということでございますが、７０ページに書いてございま

す。投資効果の向上として、コスト構造改革プログラムに書いてございますよ

うな施策を実施して、事業の投資効果の向上を図る。そのほか土木などの各分

野において、いろいろな工法、スペック等に関して改善点の抽出を行おうとい

うことでございまして、７１ページの上から５分の１ぐらいのところからいろ

いろと書いてございますが、平成１５年度につきましては、いろいろと早期開

業に寄与したということと、それから真ん中以下に書いてございますが、技術

開発テーマとして３２件取り上げて、いろいろと検討を行ったということでご

ざいます。 

 それから７３ページのほうに参ります。入札、契約の適正化の推進というこ

とで、入札、契約の適正化は、キーワードは透明性、公正、不正行為の排除、

電子入札もございますが、そういうことをいろいろとやっていこうということ

でございますが、いずれもいろいろと公開を重点的にやっていくことによって

透明性、あるいは公正の確保ということをやってきたわけでございますが、私

どもとして特に強調させていただきたいのは、７７ページをご覧いただきたい

と思いますが、一番下から７行目のところに書いてございますが、入札におけ

る予定価格の事前公表の件でございまして、これは実は、すべての工事につい

て行ったということでございます。入札予定価格をすべての工事について公開
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を行いましても、これで入札価格が高くなったという兆候は一切ありませんで、

むしろ低くなってきているという印象を持っているところでございます。これ

はおそらく私どもだけではないかと思います。 

 それから、関係機関との連携でございまして、項目の２４番目、ページで７

９ページになります。これは関係機関との連携を深めて、まちづくりに資する

ような鉄道の整備をやりなさい、あるいは鉄道の構造物、設備の個別の仕様に

ついても、いろいろな機関の要望を承ってやりなさいということでございます

が、７９ページから８０ページにかけまして書いてございますように、いろい

ろと各路線毎に検討委員会をつくって打ち合わせをさせていただいた。あと環

境負荷の軽減についても、国土交通省や地方整備局などといろいろと打ち合わ

せをさせていただいた。それから、鉄道の構造物、設備の仕様などにつきまし

ても、８０ページの下から８１ページに書いてございますように、各路線毎に

いろいろと調整会議を開かせていただいたということでございますが、特に私

どもからアピールさせていただきたいのは８２ページで、今年の３月に開業し

た九州新幹線ですけれども、これも地元、あるいはＪＲ九州といろいろと協議

させていただいて、福岡から在来線で来た方が、そのまま同じホームで特急つ

ばめに乗りかえることができるように、鹿児島から行く場合も同じですが、要

するに同一ホームで乗りかえられる設備をつくったということ。それから、８

３ページの写真でございますが、常磐新線についても地元の方々のご意見を踏

まえて、また専門的な意見も取り入れつつ、地元にふさわしい駅舎をデザイン

してつくったということでございます。 

 それから、技術開発の関係でございます。８４ページになりますけれども、

調査、土木の各分野で３０件以上の技術開発を行いなさいということでござい

ますが、これについては８５ページに書いてございますように、調査分野４件、

土木分野１４件、それからそのほかの分野で１４件、合計３２件で、年度計画

の３０件以上を上回っております。ただこの点について、また更に触れさせて

いただきたいのは、８５ページの一番下に書いてございますが、土木学会、地

盤工学会等からいろいろと賞をいただいたということで、例えば８７ページに

も土木学会から耐震性の橋台の開発についていただいた。それから地盤工学会

からは切取り補強土留壁の開発と実用化について技術開発賞をいただいた。こ
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のような形で賞をいただいたということでございます。 

 それから技術力の向上の話でございますが、これは職員に対しまして研修を

行ったり、それから資格を取得するための援助を行いましょうということが、

９０ページの年度計画として書いてございます。これは９１ページに実績が書

いてございますが、実施研修の数が４６コース、受講者数２９８名ということ

で、目標を上回る実績を上げさせていただいております。なお、資格取得の促

進につきましては、例えば博士号を２名の方が取得したのを始めといたしまし

て、鉄道設計技師５名、一級土木施工管理技師１１名などの合格者を出してお

ります。 

 それから、品質の信頼性の向上でございますが、年度計画といたしましては

９３ページのところに書いてございますように、土木工事標準示方書について、

国交省の体系に適応した構成にしなさい。それから、それに基づく、大幅な改

正を行う。地質調査標準示方書についても、新しい調査手法というか改正を行

ったり、それから設計基準類の見直しということが書いてございます。これに

つきましては、細かな説明は省略いたします。アピールさせていただきたいの

は、年度計画どおりはやりましたけれども、いろいろと品質の信頼性向上のた

めに、私どもの職員が考案しました事柄につきまして、９５ページの下のほう

に書いてございますように、４名が文部科学大臣賞を受賞したということでご

ざいます。 

 それから、受託事業のことが９７ページに書いてございます。工事４件、調

査６件の計１０件以上の受託事業を推進するということでございますが、９７

ページの下から書いてございます受託事業については４件、総額１７０億円、

９８ページにいきまして、調査につきましては１６件、８億円、９９ページの

一番下に書いてございますが、合計２０件、１８０億円という形で、年度計画

を上回る受託を実現することができました。 

 それから、事故防止の関係でございます。１０１ページ。これは、やっぱり

事故を防ぐというのは、直接的には工事を請け負っておられる事業者の方の責

任でもありますけれども、やはり私どもも発注者、施工管理者として事故防止

のために力を入れていきたいということで、重大事故ゼロ目標というのを掲げ

ております。このために本社からも、あるいはそれぞれ支社、建設局からも、
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あるいは現場の建設所においても、いろいろと現場に出向いて、安全の確保と

確認、パトロールなどを行っているということでございます。結果としては、

死亡事故が１件ございました。あと第三者事故が２件、合計３件と、これが平

成１５年度の実績でございます。 

 それから、１０５ページへ参ります。今度は船舶共有建造業務の関係でござ

います。年度計画では、内航海運の活性化に資する物流高度化船舶の建造を促

進しましょうということ。それから、政策効果のより高い船舶の建造比率を８

０％以上にしましょうということが書いてございます。まず最初に、物流高度

化船舶というのは、１０７ページにいろいろ船のジャンルが書いてございます

が、この表の網かけをしてある部分が、物流高度化船舶ということでございま

す。それから、政策効果のより高い船舶というのが、この黄色い部分のことで

ございます。実績はどうだったかということでございますが、１０９ページに

書いてございますように、まず物流高度化船舶の建造促進につきましては、対

前年度と比べて４５％から５４％に増加しまして、政策効果のより高い船舶の

建造比率については１００％ということでございます。 

 以上が、船舶共有の政策目的に沿った建造ということでございます。 

 それから１１０ページへ参ります。事業を積極的に事業者の皆さんに活用し

ていただこうということで、海運事業者の方々に対して説明を行いましょう。

平成１５年度は、地域連絡会などを７件開催しましょう。それから、平成１６

年度の募集説明会の実施に向けて十分検討しましょう。これが年度計画でござ

いますが、１１０ページの下に書いてございますように、年度計画どおり７件

開催いたしました。あと、１６年度の説明箇所につきましても、いろいろと適

当な時期を見計らってやるのがいいということで、１１１ページに書いてござ

いますように、９箇所でやろうということを決めているということでございま

す。 

 １１３ページ、共有建造申請に係る書類の簡素化ということで、年度計画で

は、平成１６年度に申請書類を電子化できるように、１５年度中に準備しまし

ょうということが書いてございまして、これは書類の簡素化等につきまして、

年度計画どおり準備を進めているということでございます。 

 １１４ページ。共有建造の私どもに対する申請から、私どもが建造を内定す
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るまでの標準処理期間の話でございまして、２カ月以内にしようということで

ございますが、全部で１３件、建造内定を１５年度行いました。そのうち１１

件は２カ月以内でございまして、残り２件は２.４カ月でございます。この残り

２件は、当事者ではない第三者からの債務保証を徴収しようと、間違いなく私

どもに使用料を払っていただけるようにということでございますが、そのため

に時間がかかったということでございます。 

 １１６ページ以下につきましては、鉄道助成業務の関係でございまして、鉄

道助成業務につきましては、定められた資金をきちんと間違いなく移動する。

それから、外部に対して積極的に公開したりして透明性を確保する。これが柱

でございます。例えば１１６ページでございますが、説明責任の履行、透明性

の確保ということで、いろいろな基準をつくって公表しなさい。あるいはいろ

いろと補助金、繰入金の審査をするためのマニュアルをつくりなさい。職員研

修もちゃんとやりなさいということですが、これについては決められたとおり

やっております。 

 １１８ページは、標準処理期間などをきちんとしなさいということも書いて

ございますが、これについてもきちんと標準処理期間を守った形でやっており

ます。 

 １２０ページに参りますと、第三者機関をつくって、補助金交付等に関する

審査・評価体制の整備、要するに社外取締役的に、外部の目でいろいろな問題

点のご指摘をいただきなさいということで、これについては１２０ページの下

に表が書いてございますが、４名の先生に委員になっていただいた委員会を立

ち上げたということでございます。 

 １２２ページは、新幹線の譲渡代金とか無利子貸付資金等について、確実に

回収しなさいということで金額も書いてございますが、これについても金利の

変更等があるものもございますけれども、１２３ページの下のほうに書いてご

ざいますように、すべて約定どおり回収できたということでございます。 

 １２５ページは、今度は既に譲り渡している、既設四新幹線の債務の確実な

回収ということですが、これについても無事回収を終わっております。 

 １２７ページは、これも既設新幹線の関係で、実は既設新幹線で、先ほど申

し上げたのと同じ残存登記の問題がございまして、まだ付け替え道路等道水路
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などの整理が終わっていないところが１,０００件ぐらいありますけれども、こ

れも平成１５年度中に６４件処理するということで、一応着実に処理が進んで

いるということでございます。 

 １２８ページ以降は、技術支援、調査研究開発、国際協力関係でございまし

て、これは特に地域における総合交通計画の策定の協力を図ろうということで、

技術支援、調査研究開発などの分野で推進対策を検討しようということであり

ます。これは一言で申し上げますと、地方運輸局などと連携をして、自治体の

方々にも入っていただくような形で、総合交通計画の策定なりというものを進

めていくことでございまして、地方運輸局に対しましてその辺のお願い方に上

がって、協力をいただくことについて見通しを得ているということであります。 

 それから１３０ページは、地方公共団体とか交通事業者の方々に対して、機

構のＰＲを行うためのパンフレットの作成、ホームページの随時見直しなどで

ございます。これはホームページもつくって見直しておりますし、パンフレッ

トも既にお持ちかもしれませんがつくりましたし、１３１ページに写真がござ

いますが、「機構だより」というのもつくってお配りをしているということでご

ざいます。 

 １３２ページは、技術支援を交通事業者の方、地方公共団体の方、第３セク

ターの方などに行うために、協議システムの構築について検討を行う。これは

先ほどの話と重複いたしますけれども、やはりこれから機構というものは、い

ってみれば第３セクターなり、中小鉄道の方々のホームドクター的な役割を果

たしていきたいということでございまして、そのためのいろいろな機会をとら

えて働きかけをしていこうということで、地方運輸局と相談を積み重ねている

ということでございます。 

 １３４ページは、国際協力の関係でございます。国際協力の関係は、当機構

も大変力を入れておりまして、年度計画では専門家派遣を延べ２０人以上、研

修員の受け入れを述べ６５人以上と。実績は１３５ページにございますように、

延べ３４人の専門家を派遣しまして、研修員は９４人受け入れております。実

績としては、年度計画を大きく上回ります。 

 １３６ページに書いてございますように、国交省のほうから、北京と上海間

の高速鉄道に関する調査として、委託を受けまして調査を進めているほか、中
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国鉄道部のほうから、海外鉄道技術協力協会がコンサルティング業務を引き受

けておりますので、機構のほうはそれに関連しまして、コンサルティング業務

を行う海外鉄道技術協力協会に対して積極的な協力を行っているということで

ございます。 

 １３８ページは、鉄道分野の技術力、調査能力の総合的活用ということでご

ざいますが、これも繰り返しになりますけれども、技術分野に関しては第３セ

クターは、なかなか十分じゃない。それから地方自治体は交通計画の策定等に

関して、必ずしも十分なノウハウを持っているわけではない。我がほうはＧＲ

ＡＰＥという地域交通計画をつくる上で大変役に立つようなソフトウエアの開

発を続けてきておりまして、実際に交通政策審議会などで首都圏の交通計画を

つくりますときに、大いにこれをご活用いただいているということでございま

すが、これについて中期目標計画期間中、１０件以上の技術支援を達成するた

めの方策を検討するというのが年度計画の中身でございます。私どもとしては

このＧＲＡＰＥの内容につきまして、積極的に地方運輸局なども通じまして、

あるいは国土交通省での会議の場などを通じまして、いろいろとＰＲをさせて

いただいているということでございます。 

 次に１４１ページ、開発成果の公表でございますが、年度計画では、私ども

の鉄道分野の技術的な開発成果の公表を２０件以上行いましょう。それから、

技術研究発表会も開催しましょうということですが、１４１ページの下のとこ

ろに書いてございますが、実績としては、３４件の発表を行いまして、それか

ら論文投稿も４９件行っているということでございます。論文投稿のうち査読

つきのものが１６件、さらに投稿に対して５件の賞を受賞しているということ

でございまして、具体的には１４３ページに開発成果の公表、それから１４４

ページ以下に投稿の関係の表がございます。積極的に技術開発成果を公表して

いるということでございます。 

 次に１４７ページ、今度は船舶建造分野の技術力の活用でございますが、こ

れは技術基準を適宜見直しなさいということと、それから船舶事業者の方に、

なかなか技術力のない小規模、零細の方も多いものですから、言ってみれば揺

りかごから墓場まで十分面倒を見てあげなさいというのが年度計画の中身にな

っております。これにつきましては、まず技術基準についても、特に海洋汚染
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を防止するために技術基準を見直したというのが、１４８ページの真ん中に書

いてございます。積極的に船の建造の促進に活用していただくという観点で特

に力を入れておりますのは、計画の前の段階から航路調査を、事業者の方の要

望に応じて行って事業を掘り起こそうということでございます。１４９ページ

の上から５行目ぐらいに書いてございますが、５航路について現地調査を行っ

て、そのうち３航路（３隻）について共有船として建造されることが決定した。

やはり最近ではバリアフリーとかいろいろと難しい状況が出てきておりますの

で、港まで全部施設を見て、船の設計に役立てるということをやっているわけ

でございます。 

 そのほか１５１ページでは、船舶の実際の建造で持っております我々の技術

を生かしまして、国土交通省をはじめとするいろいろな委員会に参加させてい

ただいて、様々な基準づくりのお役に立たせていただいているという記述がご

ざいます。 

 次、技術調査の実施、次年度技術調査のテーマ検討ということで、１５２ペ

ージでございますが、３件の技術調査を実施しようというのが年度計画の中身

でございます。これについては、１５３ページの記述でございますが、計画ど

おり実施をしているということでございます。 

 １５５ページでございますが、同じく技術力の活用といたしまして、平成１

６年度の研修計画の立案、外部技術者との人事交流、それから技術支援マニュ

アルの作成といったことが年度計画として書いてございますが、これについて

も計画どおり実施しております。なお、民間の専門技術者を、特に造船会社の

方に来ていただくという形での人的交流もやっております。 

 １５７ページ、高度船舶技術の研究開発支援ということでございますが、グ

リーンシップの助成を行いましょう。それから、研究開発支援テーマの高度化

を図るため、事業者へのヒアリングも半年間に３回以上というのが年度計画の

中身でございまして、１５８ページの真ん中に書いてございますようにノンバ

ラスト船、あるいは次世代型帆装商船について研究開発助成を行ったというこ

とと、それから１５９ページ、計画では３回ですが、事業者等に対しまして１

０回のヒアリングを行って、テーマの選定を進めているということでございま

す。 
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 １６０ページでございますが、研究開発支援制度の詳細を記述したホームペ

ージの作成等でございますけれども、これについてはホームページを予定どお

り立ち上げましたほか、年度計画の目的では、各種提出書類について電子ファ

イルで受け付ける体制を整備するとございますが、実は中期計画では７０％以

上電子ファイルにより提出できるようにということですが、１５年度中に既に

７０％の申請書を電子ファイルで受け付ける体制を構築しました。１５年度の

段階で、中期計画は達成したということでございます。 

 １６２ページへ参りまして、外部有識者の委員会の設置、あるいは研究成果

の公表ということでございます。これは高度船舶技術の研究開発支援に関する

客観性とか透明性を確保するために、外部有識者による審査とか評価を行って

いただくことにしようじゃないか。そのほか標準処理期間を定めて早く処理し

なさいと。これが年度計画の中身でございますが、１６３ページに書いてござ

いますように審査委員会を立ち上げ、標準処理期間も守って処理をいたしまし

たということでございます。 

 １６４ページへ参りまして、今度は基礎的研究の分野でございます。年度計

画では、平成１６年度の基礎的研究の具体的な研究募集テーマの選定に当たっ

ては、社会のニーズに的確に対応するために、外部有識者の方による委員会で

検討を行いなさいというのが年度計画の中身になっておりますが、１６５ペー

ジの下のほうに書いてございますような審査委員会をつくりまして、ここで研

究募集テーマを、１６６ページの真ん中に書いてございますが、（１）から（４）

まで絞りまして、そのほかプラスアルファとして内航海運の活性化のための新

技術に関する基礎的研究もテーマとして加えた、以上の５テーマを、１６年度

の研究募集の対象にしようとしたということでございます。 

 次、１６７ページ、競争的資金制度を適切に運用しようということで、やは

り研究をやり易くしていただくために、募集の時期を適切にしたい。それから

柔軟な資金の活用方策も検討したらどうか。それから若手の研究者の育成にも

配慮するべきだ。これが年度計画の中身でございますが、１６８ページに書い

てございますように、平成１６年度の公募は、研究する方々の都合も十分斟酌

して２月に募集を開始すると、早めに手を打っております。それから柔軟な資

金の活用方策につきましてもいろいろと考えた上で、効果的な１６年度の研究
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計画の承認とか予算配分の決定などを行っている。それから若手研究者への配

慮につきましては、若手研究者に対する支援措置につきまして、単に年齢だけ

ではなく、研究経歴年数も加味できるような形にしたということで、配慮して

いるということでございます。 

 １７０ページへ参りまして、公正で透明性の高い評価の実施ということでご

ざいますが、これにつきましては年度計画で、第三者による中間評価を適切に

実施すること。それから競争的資金制度の一連の業務を科学技術の観点から一

貫して管理する体制とするために、プログラムディレクターとして研究開発主

管を発足時に配置するという２点が、年度計画にございます。これにつきまし

ては、１７１ページに書いてございますように、先ほど申し上げた基礎的研究

審査委員会におきまして、平成１４年度の採択課題につきまして中間評価を行

ったということでございまして、それを踏まえて十分な予算配分なども行って

いるし、ホームページにも報告書の中身を公表しているということ。それから

研究開発主管については、機構発足時に配置したということでございます。 

 それから１７３ページ、研究成果の普及、活用促進ということでございます

が、これは年度計画では、１７３ページの枠の下にございますように、研究成

果発表会等を２回開催する。それから特許出願件数、外部への研究成果発表件

数について、中期計画に掲げる件数、すなわち２０件になるように出願発表の

促進を図ると。ホームページについては内容の充実ということで、１７４ペー

ジの冒頭に書いてございますように、まず研究成果発表会は３回やりました。

それから１７５ページですが、上から３分の１ほどにございますけれども、特

許出願は３件、外部への研究成果発表が５５件、そのほかホームページの充実

も行いましたということで、一応中期計画の目標達成に向けて着実に歩み始め

たと理解しているところでございます。 

 １７６ページ、造船業の今度は構造転換の関係でございますが、これは造船

所跡地の処分計画をつくって、跡地利用連絡会を開催することによって跡地処

分を促進しなさいと。国鉄清算事業本部土地処分の造船所版でございますが、

１７７ページにございますような処分計画を実際につくりまして、平成１６年

３月には跡地利用連絡会も開催しまして、処分に向けていろいろと準備を進め

ているということでございます。 
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 それから１７９ページ、国鉄清算業務の関係でございますが、年金費用等の

支払いの法令に則った適正な執行ということで、これは定められた費用等につ

きまして、関係法令に則りちゃんと払いなさいということでございますが、年

度計画どおり払いましたという記述が１８０ページの冒頭にございます。 

 １８１ページは、ＪＲ西日本の株式の処分のことが書いてあるわけでござい

ますが、年度計画では既上場のＪＲ株式については、株式市場の状況、経済の

動向、経済財政政策との整合性等にも留意しつつ、適切かつ早期に売却を図る。

未上場の株式につきましては、適切な処分方法の検討を進めると書いてござい

ます。先ほどご説明にもありましたけれども、１８１ページの一番下のところ

でございますが、ＪＲ西日本株式の早期売却に向けて検討を進めまして、こと

しの３月に保有する株式を全部売却した。実は、これは平成１５年５月の政府

の証券市場対策以後、初の大型の政府等保有株式売却でございまして、これま

では政府関係機関は、株式市場の低迷に悪影響を与えてはいけないから、持っ

ている株を軽々に売ってはいけない。今度解禁する段になりましたら、ようや

く元気になりかけている株式市場に悪影響を与えないように、適切なタイミン

グを見計らってという大変難しい注文だったわけでございますけれども、市況

の局面をいろいろと十分調査をして的確にとらえまして、会社の業績好転も好

感されたわけですから、国内・海外の投資家から非常に旺盛な需要を集めまし

て、結局株価は値決めの日まで堅調に推移しましたし、ディスカウント率と言

っておりますが、要するに売り出し価格を決めた日の、東京証券取引所の終値

から何％ディスカウントして売るのかというディスカウント率のことなんです

が、普通は大体３％ですけれども、１８２ページのところに書いてございます

ように２％で売ることができまして、売却の収入の最大化に大いに貢献するこ

とができたということでほっと胸をなでおろし、かつ実にうまく処理できたな

といって胸を張っているということでございます。 

 次、土地処分の円滑な実施でございます。１８４ページ。実は、土地処分の

円滑な実施という年度計画のところでは、平成１５年度中に５５ヘクタールの

土地の処分を目指すと書いてございます。処分するというのではなくて、目指

すと書いてあるところで苦しい表現があるわけですけれども、実は平成１５年

度までに、本来全部売り切るという閣議決定でございましたから、それに向け
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て最大限の努力をする必要があるということで、売れるものは全部売るという

ような目標を立てたわけでございますが、結果としては、５５ヘクタールを全

部売りに出すことがまず難しくて、１８５ページの真ん中に書いてございます

ように、売りに出したのは４９ヘクタール。それで処分できたのは３０ヘクタ

ールということでございます。 

 先ほどの南方貨物線の話もございましたが、そこに書いてございますけれど

も、やはり公開競争入札をするときに、できるだけ落札率を高めようというこ

とで、これまでは前例がなかったような構造物がついたままで更地にしないで

売り出すこともやったり、それから公開入札でうまく入札できなかったら、価

格を下げてもう一回やってみようじゃないか。もう一回やってもだめだったら、

今度は定価で値を下げてやったらどうかというようなこともやったんですけれ

ども、それでもなかなか売れない土地も若干残ってしまったということでござ

います。そのほか、自治体の都合によりましてうまく対応できなかったのもご

ざいまして、売れ残ったところが出たということは率直に認めなければいけな

いことでございますが、なお今後とも一生懸命になって売る努力を続けていく

ということでございます。 

 １９１ページ、次は大項目、予算、収支計画、資金計画のところでございま

して、予算、収支計画、資金計画が１９２ページ以下にございますけれども、

こういう資金計画、収支計画に基づいて、適切に業務運営をするというのが年

度計画でございます。これにつきましては予定どおり適正な執行を図ったと私

どもは理解をしているところでございます。 

 次、２０１ページに参りまして、実は資金の流動性管理の一元化に伴う柔軟

性、効率性の確保ということで、経理資金部は資金を一元的に管理して、資金

流動の柔軟性、効率性を確保しなさいということです。まず２０２ページをご

覧いただきますと、もちろん年間の資金計画をもとにして資金収支計画を作成

した。効率的な資金調達をやったということはもちろんでございますけれども、

２つ目に書いてございますが、実はこれまでになかったような新たな取り組み

として、勘定間をまたがった短期的な資金の融通制度というのをやったという

ことでございます。従来ですと、勘定間を越えた、垣根を越えた資金の融通は

まかりならんということでしたが、短期資金融通の範囲内でこれをやった。そ
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の結果２４１万円の資金調達コストの抑制をした。それから、助成勘定の短期

借入金の調達先を拡充しまして、調達コストの縮減を図った。これによる成果

が１７万円ということでございます。額の問題ではなくて、従来やっていない

新しい取り組みをやったということについて、私どもとしては自分なりによく

できたと思っているわけでございます。 

 次に２０５ページ、短期資金と長期資金を組み合わせた効率的な資金調達の

併用ということでございますが、これにつきましても、実はここに書いてござ

いませんが、短期借入金の大臣認可が不要になりましたので、そこは私どもの

判断で、柔軟に短期資金の借り入れができるようになりました。したがって、

従来ならば長期借入金を調達していたのを、短期の資金で回したほうが得だと

いう場合には、それをやっております。その結果、２０５ページの表に書いて

ございますが、２,５１１万円の資金の節約を図ったということでございます。

そのほか２０６ページに書いてございますように、銀行間との協議をさらに強

力に進めまして、建設勘定での長期借入金の借り入れ条件を緩和するというこ

とをやりました。これによりまして、１.９億のコスト削減を図ったということ

でございます。 

 それから２０８ページは、船舶共有建造の関係で、適正な事業金利を設定し

なさいと。これにつきましては、真ん中に書いてございますように、長期プラ

イムレートを基準として、共有期間別に０.２ないし０.４の金利を上乗せして、

私どもの事業金利の設定をさせていただいたということで、適正な事業金利を

設定できたと考えております。 

 それから２０９ページ、未収金の回収促進でございますが、これについては

年度計画上、平成１５年度の未収発生率を８.３％以下にするということに対し

まして、実績は２１０ページに書いてございますように、残念ながら目標を達

成できずに１０.３％ということになってしまいました。この原因を２１０ペー

ジの下から６行目ぐらいに書いてございますが、平成１５年度に会社更生手続

の開始の申し立てを行った、大変大きな旅客船事業者の方がいらっしゃいまし

て、その方について会社更生手続が始まってしまいますともう未収金という形

になってしまうんです。支払いができなくなってしまう。それで超えてしまっ

たということです。これがなかりせば８.３％は達成できたかなと思いますが、
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こういう事態が起こったということでございます。先ほど来説明申し上げてお

りますように、決して未収金が発生するままに安易にやっているわけではなく、

一生懸命回収の努力はしておりますということでございます。 

 同じく未収金の関係、２１２ページですが、平成１５年度末における未収金

残高は１９７億円以下とするということでございますが、結果としては、これ

は目標を達成していて、１７１億円で済んだというのが２１２ページの一番下

でございます。 

 それから２１５ページへいきまして、繰越欠損金の適正な処理、同じく船舶

勘定の話でございます。これにつきまして、先ほどの前半のご説明でも資料の

中に書いてございましたが、実は私ども、平成１５年度については、船舶勘定

について、赤字が１,９００万円ぐらい出るかなと考えておりました。結果は３,

９００万円ぐらいになって、２,０００万ほど増えたわけですけれども、この程

度であれば中期目標に掲げるような、平成２８年度までの未収金の処理という

ことに関しましては、特に方針の変更は必要ないものと考えている次第でござ

います。 

 次、２１７ページに参ります。これも今の繰り返しになりますけれども、平

成１５年度における繰越欠損金の処理を着実かつ適正に行うということでござ

います。先ほどの赤字の部分３,９００万円につきましては、そのまま繰越欠損

金にオンされたわけでございますが、平成２８年度までの未収金の処理という

方針について、特に今の段階では変更は必要ないものと思っております。 

 それから、既に廃止されました改造融資業務の適正な処理ということでござ

いまして、債権の管理、貸付金回収を適切に行う。これが２１８ページに年度

計画として書いてございますが、これについても貸付金の残高９.３億円につき

まして、債権の管理、回収、一部残念ながら貸倒処理もございますけれども、

いずれにしても債権処理は適切に行っております。債務保証業務については、

もう既に償却済みで未収は発生しておりません。 

 それから、造船業構造転換業務につきまして、特定船舶製造事業者に対して

請負契約状況などの月例報告書の提出を求めて、納付金の徴収に係る捕捉率を

１００％にすると２１９ページにございますが、これについても捕捉率１０

０％を維持しております。 
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 ２２０ページは、内航海運の活性化の融資業務、内航総連合に対する貸し付

けの関係でございますけれども、新規の融資と貸付金の回収はちゃんとやりな

さい。これについてはきちんと回収し、なおかつもう一度きちんと審査した上

で再度貸し出しを、借り換えという形で３３０億円行っているということでご

ざいます。 

 それから、短期借入金の限度額というのが、大項目の４としてございます。

これは７００億円という総額が設定されているわけですが、先ほど申し上げま

したように、短期借入金の運用を弾力的にやることによってコスト全体を下げ

ていくという観点から、積極的に短期借入金を活用しまして、枠を全部使うと

いう形でやっております。 

 ２２３ページ、職員の削減の関係でございますけど、これも冒頭の繰り返し

になりますが、期初の１,８９１人を年度末に１,８６１人にしなさいということ

でございまして、これをそのとおりやったということでございます。 

 ２２４ページに、中小企業者の受注機会の確保を図るということですが、こ

れは２２４ページ以下に書いてございますように、一般競争入札、公募型指名

競争入札等々、様々な契約の形ごとに、あるいはＪＶの形ごとに、様々な方策

を講じて中小企業の方も参加しやすいような手を打ったということでございま

す。 

 以上が第１部でございますが、第２部 自主改善努力と、これは年度計画に

書いていないことでございますが、いずれにしても私どもの仕事がきちんと国

民の方々に理解されると同時に、鉄道でいえば沿線の住民の方々にファンをた

くさんつくって味方していただく、応援していただく、これが私どもの仕事を

円滑にする道だということで、２２７ページ以下に書いてございますように、

現場見学会とか、イベントを行ったり、それから鉄道の日の行事に積極的に参

加する、あるいはカレンダーに、私どもがやっておりますフォトコンテストの

写真を積極的に採用させていただくという形で、国民の皆様を、私どもの理解

者になっていただくという努力を一生懸命やっているということ。 

 それから２３０ページは、機構の中でも若手の人を中心にして、やっぱりこ

れから機構の育成を、自分たちで一生懸命切り開いていかなければいけないと

いうことで、東京支社では、若手の職員が３つぐらいワーキンググループをつ
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くって、１０の提言というものをまとめたわけでございます。今後、こういう

ことを業務運営にも参考にしていきたいと思っているところでございます。 

 大変長時間を要しまして申しわけございませんでした。以上で、ご説明を終

わらせていただきます。 

○委員 

 どうもありがとうございました。それでは、ただいまご説明いただきました

平成１５年度の業務実績に対してご質問、ご意見をお願いいたします。 

○委員 

 中期計画の最中で事業費が１５％削減されるということで、一方で鉄道事業

などでコストダウンを１５％されるというようなことで、そうすると事業量そ

のものは、それをそのままうのみにしますと変わらないことになるようにも見

えるわけですね。つまり事業費がカットされて、コストが同じような割合でカ

ットされるとすると、事業量そのものがあまり変わらない。一方で人が減ると

いうことだと、かなりの実質的な効率化が実施されるということが前提になる

と思うんですが、ちょっとこの報告書を拝見すると、最初の業務の効率化とい

うところは、管理業務的なところの効率化のことには多少触れられているんで

すが、あんまり具体的な姿がどうも私には見えないので、その辺をどうお考え

なのか、ご回答いただければと思います。 

○鉄道建設・運輸施設整備支援機構   

今のご質問内容は業務の効率化ということでございますか。 

○委員 

 大ざっぱな議論で申しわけないんですけれども、要するに事業費が削減され

ると。一方で、例えば鉄道建設のコストダウンを推進して、１５％コストを下

げるというようなことをやると、その部分だけを見れば、事業量そのものが変

わらないようにも見えると。私の理解が間違っているのかもしれませんが。 

お金ではなくて、要するにジョブとしての作業量といいますか、工事量とい

いますか、それは割り算ですから、変わらないようにも見えると。一方で人は

減るというと、相当な程度の、１５％なら１５％の本当の効率化というのが業

務上なされないと、仕事が今までどおりにできないというふうに見えるんです

けれども、その辺についてご説明がいただけるとありがたい。 
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○鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

 一つは事業量というときに、私ども、例えば新幹線。一番わかり易いのは建

設のことだと思いますが、鉄道建設ですと新幹線なり、都市鉄道なりがあるわ

けですね。そのときに、事業量というのと、もう一つはコスト縮減と２つあり

ますが、私どもの中でコスト縮減と言うときに、事業のスピードアップのほか

に、技術的な開発の中でコストを縮減していくという要素があります。それは

いろいろやっていますけれども、もう一つ業務の効率化というときに、人が減

っていくという話なんですが、業務の効率化というのは。 

○委員 

 単純に言うと、総事業費が１５％下がって、コストが１５％下がれば、例え

ば総延長みたいなものは変わらないだけの工事ができるというふうに、ごく単

純に考えれば見えるような気もするんです。そうすると、一方でそれにかかる

人間はどんどん減っている。そうすると、パーヘッドの作業量はかなり増える

ことになって、それは相当な合理化を要するんでは、何か新しい効率化の努力

がされないと、それに対応できないのではないかというふうに見えるものです

から。 

○鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

 一般管理費のほうは、例えば人件費の削減ですとか、それからとっている新

聞の削減、自動車の削減、そういったものでやって参ります。それから、具体

的な事業のほうは、確かに人も減らしていく。いろいろな部分で機械化等でパ

ーヘッドの業務量は増えていく。逆に言うと、マンパワーから比べれば仕事の

効率は増やしていくということと同時に、やはり今までやってきました専門的

な知識のノウハウの蓄積がございます。今までと比べて、例えばトンネルです

とか、橋とか、一番お金のかかる部分で、安全を確保しつつ、より最適な工法

をとることで経費のほうも下げていくということで、事業費それから管理費、

それぞれ１５％、１３％の削減をやっていくということになろうかと思います。 

○鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

 今のお話の中で、例えば外部委託との関係をかなり私も意識しているわけで

す。要するに公的な立場での業務と、実際の建設での品質管理も全部含めて、

技術的な観点での民の力がありまして、そこの部分はかなり思い切って民に外
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部委託する。ただし設計協議なり、あるいは工程管理なり、あるいは用地買収

でのいろいろなこと、要するに公的な立場でないとできない部分については、

極力私どもが中心にやらざるを得ない。技術開発につきましては、民間での技

術を取り入れることもありますけれども、やっぱり今のお話の中では、人が少

なくなってくる、その中でどれだけ民の外部能力を活用するかというところに

だんだん入っていっているんですね。 

 これは今までも、何も独法になってから始まったわけじゃなくて、かなりの

ところで入っている。端的に言うと、長野新幹線のときのキロ当たりの要員と、

九州でやっているというのは、おそらく６割か７割ぐらいの人数でやっている

わけです。それがなぜそうやってできてきているかと。現に効率化だと思いま

すけれども、そこの分野というのは、施工管理にしても何にしても、やっぱり

民の力をできるだけ借りてやっていく。そういう中で、外部能力をどうやって

取り入れていくかというのと非常に絡んできて、現にそれを実行しているとい

うことは確かなんです。その中で、今人が少なくなった中で、カバーしていっ

ているということです。一人当たりの業務の効率化という観点でいくと、長野

でやった１０年ぐらい前と今の時点では、おそらく６割、７割ぐらいの、要す

るに効率化が３割、４割アップしていると思います。 

 これは機構の人員構成からいくと、これからも更に求めていかないといけな

いというのは事実です。そういう形の中でやっていくということだと考えてい

ます。ちょっとお答えになったかどうかわかりませんが。 

○委員 

 最初の８ページ当たりのところの記述に、その辺のことがあまり書かれてい

なかったものですから、ご質問させていただきました。 

○鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

 どちらかというと機構の中の組織のことですと、２つの組織を統合して、し

たがって２つが統合したことに対して、どうやって統合のメリットを出してい

くか。特に管理部門というのはまさにそうです。ですから、今のこの答え方と

いうのは、どちらかというと機構内部の独法化に伴って、どのように変えてい

ったか。統合の意識を、メリットを出そうかという形でまとめている感じです。 

 もう一つは、さっき言った事業量というのと、外部的な要素が入ってくる要
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素に対してどうやって取り組んでいくかということだと思いますので、私が最

初にお話ししたのは、どちらかというと事業という外部的なものに対して、ど

うやって私どもの機構として取り組んでいくか、どのように効率化を求めてい

くかという形でお答えさせていただいたような形になっていると思います。 

○委員 

 時間もないので２点だけ。１点が、１０ページの繰越欠損金の適正な処理の

ところで、ほかの項目は、全部年度計画に対する達成状況なんですけど、ここ

だけ何か中期目標期間を超えた２８年度までに未収金をなくすという方針に変

わりはないということで、ちょっとこのあたりがどうしてこういう結論になる

のかよく分からないんですけれども、このあたり当期の損失、予定よりもちょ

っと多額の損失を計上して、それで将来の未収金回収計画に全く影響がないの

かどうかというのが１点。 

 それからもう１点が、既に中期目標期間の数値目標を達成してしまったもの、

例えば電子ファイル化率を７０％以上ともう達成してしまった。来年度以降、

これをどうするのかなというのがちょっとよく分からないところなんですけれ

ども、そのあたりのところ、質問になるのかどうかよく分からないんですけど、

お願いいたします。 

○鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

 ご指摘の2点目につきましては、７０％に達成したからという話ですが、こ

れは、電子ファイルの中の印鑑を押すところの部分がまだ電子化されていない

だけなんですね。あと全部、基本的にはされております。そこは機構独自でで

きなくて、どちらかというと事業者との絡みとか、お金が絡む話とかがありま

す。次年度以降出していくと思いますけど、出さざるを得ないかなという感じ

がしています。項目として評価していただくと思います。 

○鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

 未収金の話でございますけれども、実は中期目標のもとになっている特殊法

人等整理合理化計画という閣議決定がありまして、その閣議決定に、未収金の

処理は平成２８年度までに処理をしていくという記述がございます。それを受

けて中期目標、中期計画という形でブレークダウンされてきているということ

でございますので、もちろん平成２８年度までのできるだけ早い時期に回収で
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きればいいわけですし、私どもはできるだけ早くそういう努力はしていかなけ

ればいけないと思いますが、２８年の根拠というのはそういうことでございま

す。 

○委員 

 ２１５ページにある、ここは分かるんですけれども、年度計画にいく場合に、

これをどう表現するかというのは、閣議決定との間でわかり易いような形に若

干表現を改めたほうがいいんじゃないんでしょうか。これがあると、毎年この

問題が出てくるわけですよ。いいときはいいけど、悪いときはどうするのとい

う話になりますから、若干ここは工夫していただけませんか。誤解を与えるお

それがあると思います。 

○鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

 はい。 

○委員 

 せっかくスケジュールをリスケジュール化して、全体について努力されてい

るという点はかなり高く評価すべきだと思うし、もう一つは全体の枠が少なく

なっているという点も、今までの運輸施設整備事業団、機構の前の段階から比

べると格段の前進、言いかえれば、独立行政法人にした一つの成果ではないか

と私は見ているので、そこら辺をもう少し評価してもいいのかなと。 

 もう一つ質問で、事故ゼロの目標がありましたね。それが死亡が３件出てい

るというのは、どういうことなんですか。 

○鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

 それはこういうことです。誤解を与えちゃうんですね。重大事故ゼロを目標、

これは当然なんですが、重大事故というのは、死亡事故とか、人の命にかかわ

ることですから、作業事故といえども、これはなくしましょうと。もう一つは、

全く関係のない第三者にけがをさせる事故、あるいは架線を切ったとかいろい

ろな形であります。もう一つは、技術的施工で列車そのものに損害を与える。

これはまさに大きな事故で、何としても防がないといけないということでゼロ

を目標にしているのですが、実際には今、全現場でいくと約１万から１万１,

０００人ぐらいの人が働いていて、なおかつ５００を超えるぐらいの事業所を

持ちながらやっているわけですね。 
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 私どもはゼロを目標にただ見ているだけでなくて、具体的に事故防止に対す

る指示を、全国的に各業界に指導しているんですね。その中でゼロが達成でき

なかったから全く話にならんというのは、ちょっと。やっぱり、目標としては

毎年ゼロを目指さないといけないと思います。 

 これはコスト縮減の何％というのと違うのではないかと思います。コスト縮

減を何％するというのと違って、これは機構だけではなくて、全業界を挙げて

ゼロを目標にしていくということでないといけないというぐらいの目標だと思

っているんです。 

○委員   

先ほどの説明どおりでいくと２１５ページ、２１７ページのことは、今年度

は達成できていないけれども、中長期は達成できますという。 

○鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

 私どもとすれば、当然ながらそういうことでございます。 

○鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

 これは、やはり経済の状況とかに応じて、計画はございますけれども、数字

がある程度変動がします。２,０００万円ぐらいであれば誤差の範囲かなと思っ

たわけでございまして、たまたま年度計画には、そういった意味では数字はき

ちんと書いてございません。そこは２８年までの長期の間で回収していきなさ

いというご指示をいただいているものですから、そこら辺は経済の変動も考慮

しております。 

○委員 

 「優れた」という抽象的なものを具体的に点数をつけるときに、この「優れ

た」をどうするかというときの解釈として、年度計画以上の努力がされて、数

値目標を大幅に上回ったと、これを３点にしましょうと。２点は、年度計画ど

おりで、しかも達成できますというのを２点にしましょうと。１点は、年度計

画以下で、だけど目標は達成できるというのを１点にしましょう。これは先生

方、よろしいですね。そこは合わせておいて下さい。 

○委員 

 そうです。 
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○委員 

 どうもありがとうございます。 

 そのほか、いかがでしょうか。 

○委員 

 もう一つよろしいでしょうか。これはどのように考えられるのか。先ほどご

質問がありましたけれども、事業費の１５％。管理費で１３％カットというの

は一種のリストラですけど、事業費の１５％というのはかなり大きいんですね。

そうすると、言いかえれば事業そのものは独自でやれるのも、国家プロジェク

トでやられていく。こういうときに、要するに中身が悪くならないんだよとい

うことも当然出てくるわけですね。実際に使うのは機構が使うわけではありま

せんから、機構はつくって、使うほうはＪＲなり、民鉄が使うわけです。そう

すると、機構のほうの目標として１５％カットであっても、実際に今度は譲渡

する、あるいは使わせるほうの立場から見たら大丈夫なのかというのはどこで

見ていくのかというのは、かなり基本的な問題ですが、そこら辺はどうお考え

なんですか。 

○鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

 これは要するに事業費、例えば新幹線ですと、どこどこの線からの事業費と

していくらと、出しますね。大臣から認可が出たときに、大体何年間で全体は

いくらになる。過去の経験からいって、今のいろいろな考え方からいくと、大

体このぐらいでおさまりますというのが事業費なんですね。では、これだけ予

算をもらっているから全部使うかということでなくて、これに対して今度個々

に、実際の建設のときに、最新の技術を使ってできる限り予算の範囲内におさ

める。もちろん事業費が増加する場合もあるわけですね。トンネルなんかで、

大きな水が出たりなんかして事業費が増加する場合もある。事業費というのは、

トータル的におさめていくという話なんですね。 

 私どもがＪＲにお渡しするときには、構造物として実際に品質の面も含めて、

しっかりでき上がっている姿でお渡しをするということです。ですから、事業

費がいくらかかったかというよりも、実際に完成した構造物がどういう品質の

もので、ちゃんとできているかということを確認して、向こうに渡す。ですか

ら、事業費が減ったから云々というものとはまた違うわけです。 
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○鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

 一言だけちょっと補足してよろしいでしょうか。事業費と申しますときに、

中期目標で与えられている一般管理費もそうですけれども、事業費もやっぱり

機構全体としてとご理解いただきたいと思うんですね。１つ１つのプロジェク

トごとに１５％事業費を減らすということではなくて、機構全体として事業費

を減らす、機構全体として一般管理費を減らすということでございます。 

○委員 

 私のほうからも２つぐらい伺いたいんですが、まず１ページ、２番で、総合

的な企画調査体制のときに、審議委員会と特別顧問会議を２つ設置して、特別

顧問会議も何か１回か２回しかやっていない、メンバーはほとんど同じ。これ

は何を意味するんですか。審議委員会で十分のようにも思うんです。 

○鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

 これは２つありまして、私どもの気持ちとしては、中期計画、年度計画をや

っぱりフォローしていくというのが大事です。もう一つは、これだけの委員会

が、今審議会という言葉を使っている、中期計画推進・フォローアップ審議委

員会と言っていますが、私どもは実際にそれだけではなくて、独法になったと

いうことの意味するものは、実際に全般的な、ただ単に数字的な目標を達成す

る云々ではなくて、業務全体のやり方の中で、例えば海外技術力なんていう大

きな技術力を持っていると、その中でどのように展開していくのがベターなん

だろうと。ですから先生方から、私ら内部だけじゃなくて、外から見たときに、

こんな特徴を持っている独法ならこういうことをもう少し言ったらどうなんだ

ろうかという全般的な話を、特別顧問会議という形の中でお願いしたいという

ことで特別顧問会議というのを別に設けております。ただ同じメンバーが入っ

ているのは、中期計画推進・フォローアップ審議委員会に、顧問特別顧問会議

の方に入ってもらっておりますが、それはそれでフォローアップという形の中

でまた見てもらうという形をとっているわけです。 

○委員 

 それはわかるんですが、実際の経営会議的にものすごくコミットするという

ならわかるんですが、１回か２回しかやらないなら、審議委員会でやったって

同じことじゃないかと僕には見えるんです。 
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○鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

 特別顧問会議をこの半年間の間に２回開催しました。審議委員会のほうは、

それとは別にまた２回やっております。 

○委員 

 だから、その審議委員会を２回やっているときに、ここに書いてある程度の

ことだったら同じことをやっているように僕には見えて、それ自身が非効率で

はないかと見えちゃうんです。もっと違うことをうんとやっているのならとも

かく、ここに書いてあることなら審議委員会でご意見を伺ったのとどこが違う

のかなと。しかも審議委員会のアウトプットはここにあまり書いていないです

ね。 

 もう１点は、この中期目標自身ではないかもわからないですが、例えば都市

鉄道のプロジェクトのように、プロジェクト自身が少なくなって、日本中でそ

ういう技術力を誰が担保するのかという、もちろん技術力をどう維持するかと

いう問題がきっとあって、それはおそらくかなりの部分はこの組織が、国家と

しては持つべきものだと思うんですね。ずっとこれを見ていて、そういうこと

について、技術力の向上とかということではなくて、どうやって世代間でちゃ

んと技術力を維持し、経験を蓄積していくかということの努力がどこで評価さ

れ、どこでマネージされているのかというのがちょっと気にかかったんです。 

○鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

 この中では書き切れていないんですね。鉄道建設ですと、４０年という非常

に長い歴史の中で蓄積された技術力を組織として持っている。特に都市鉄道に

ついてはやっぱり活かしていかなければいけない。この中ではよく海外技術力

だとか、あるいは地方の鉄道とか、第３セクターとかという言葉は入っていま

すね。私どもが組織として持っている技術を社会に還元していくんだと、また

組織としてそういう技術を持って生かしていくんだという気持ちが入って、こ

れは中期目標の中にも、うたってあるんですが、都市鉄道云々については中期

目標の中に具体的に入っていないからうたっていないんですね。実際には先生

がおっしゃったように、私どもは都市鉄道と新幹線と技術的には違う分野を持

っていますから、都市鉄道に関する経験、技術をしっかり打って出たいという

気持ちはあります。これはもちろん財務面とかいろいろなことが絡んでくるこ
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とだから、建設の中では書き切れない部分が確かにあります。ただ組織的には、

私ども自身がやらないといけないということで、中では議論はしているんです

けどね。 

○委員 

 さっきの人員、単価の話もそうですし、団塊の世代のエンジニアがいなくな

って、しかもアウトソーシングという技術上の支援もあるんですが、最低限や

らないといけない積算業務だとか、つまり今積算はほとんどコンピューターに

入力するだけの作業のほうが多いんじゃないかと思うんです。本当の現場に触

れて、技術力と呼ばれるところの肝心の部分がなくなって、機械的な仕事だけ

が残っちゃうようなことになって、技術力というのが世代間でサステーナブル

なのかどうかということについて、都市鉄道のほうはもっとプロジェクトが激

減しますから深刻。しかしながら、新幹線のほうだって、効率化、効率化とい

くと、結局そういうところに問題があるのに、研修回数を増やしたとか、そん

なところで評価していて本当に大丈夫かなというのが、私の率直な意見です。 

○鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

 確かに今の中で、もちろん研修であるとか、技術発表会であるとか、特に技

術発表会というのは非常に大事です。というのは、相当勉強して現場を知らな

いと発表ができないし、そういう中では、私は、講習会に行くということも大

事だけれども、発表するということが大事だと思います。そういう形の中で、

私ども、組織的に個人の技術力だけじゃなくて、これを組織としての技術力に

維持していかなければいけないという、その前提で全体を見ているつもりでお

ります。昭和４０年代に採用した、五十五、六歳の職員が二、三年たつとどっ

と減るとか、あと七、八年たつとまたどっと減るとか、その中でどうやって維

持していくのかというのが１つある。 

 もう一つは、やっぱり当機構だけではなくて、特に都市鉄道に関して言うと、

例えば営団が株式会社になったとか、いろいろな形の中で減ってきます。そう

いう技術をどうやって国として維持するかというのは、一つの大きなテーマだ

と思っておりますが。少なくとも私ども機構とすれば、今持っている技術を新

幹線ばかりでなくて、都市鉄道でも維持していくことについては、真剣に考え

ているつもりです。 
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○委員 

 何が言いたいかというと、こういう努力をしているということが書かれなく

ていいのかという。定型的な回数の話ももちろんいいんですが。 

○委員 

 今のところは、自主的努力のところでどんどんそこを書いて、それを自主的

努力じゃなしに、計画の中にはめ込んでいくと、おそらくこういう作業になる

と思うんですね。 

○鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

 結局技術開発だとか、技術力向上だとかというところに入っているんだけれ

ども、これを組織として、こういう形の中で維持していっているということを、

具体的に書いていないということですね。本当はそれは、私どもとしては一番

大事な点ですから、間違いなく維持はしていっているんです。だからそれを評

価する項目の中に、中期目標という大臣が与える項目の中に、そのように書か

れるような項目が必ずしもないものだから、結局は技術力向上とか、いろいろ

な中に入り込んで、それを維持していくことが組織としての技術力になってく

るという中では、頭に入れているわけです。ただこれを評価してもらうときに

書いていないんだな。一番大事にしているのはそこなんですけどね。 

○委員 

 技術力の維持だとか、若手技術者とか、人事計画とか書く場所がないんでは

なくて、やっぱり書いていないんです。書く場はあちこちあると思うんです。 

○鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

 そうだと思うんですね。 

○事務局 

 中期目標をお示しした我々行政の立場からいくと、確かにそれは問題かなと

思っています。ただ書く場所がないかというとそんなことはなくて、自主改善

努力のところでこんなことをやっている、あんなこともやっているということ

を書いていただければ、適正に評価していただけると思います。 

○委員 

 今言った柱を、おそらくこの機構の特徴的なところを、まずどんと議論され

て、それをどういう形で配置するかというように書かれたら、相当入ってくる
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と思いますよ。 

○鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

 確かに機構の一番の特徴というのは特に鉄道建設あるいは船舶の技術支援も

そうですけれども、組織としての技術力なんですね。その特徴をどうやって将

来的に維持していくかというところが一番ポイントなんですが、そこは書き切

れていないという感じはします。 

○委員 

 最初のところに、鉄道というもののいろいろな、トータルな特性が書いてあ

ったじゃないですか。そこら辺をもう少し膨らませて、技術の伝承なり、維持

なりということを書かれれば良いと思います。 

○鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

 そうですね。鉄道建設本部の設置のところですね。 

○委員 

 そうです。あそこにかなり書いてあるので、あの辺をもう少し。 

○委員 

 我々大学も独立行政法人の仲間入りをして、似たようなことを議論するわけ

ですが、同じように中期目標とかを立てたときに、それはやっぱりかなりいろ

いろな独立行政法人、共通的に目標となる部分、例えば負債を減らしましょう

とか、事業費を効率化して安くしましょうとか、人を減らしましょう、これは

もう共通なんですね。だけど逆に、ほかの独立行政法人とは違う、差別化する

ところというと変ですが、この機構だけの特徴的なところというのは、やっぱ

りさっきから委員が言われている、技術をちゃんと維持して保っていくという

ところが、ほかのところと違うところだと思うんです。 

 我々大学ですと技術というよりは──我々も同じように技術の伝承を持って

いるんですが、同時に学術を守る、科学を守るというようなことが、ほかの独

立行政法人と違うところなんですね。それは共通で与えられた目標とか、上の

ほうから、国土交通省のほうからいろいろ与えられた枠の中で埋めていくとい

うだけではなくて、それをはみ出したところで、独立行政法人の独立というと

ころは、目標等の解釈とか、それを実現するためのサブの目標とか、書き下し

たところで、そこに自由度が出てくるという意味でもあるんですね。だから、
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書く場所がないとかという話ではなくて、むしろねじ込むぐらいの覚悟で、こ

の機構だけが特徴的に持っているところをもっと積極的に拾い上げていただい

て、私は未来永劫的に、来年も再来年もこの様式で点数つけろと言われるもの

ではないと思っていますので、この様式自体も改善することも、この機構さん

で考えられるべきことだと思います。 

 以上です。 

○委員 

 我々のほうは、この項目ごとと総合評価みたいなところがありますから、書

くことは幾らでもあるんです。 

 それでは、時間も大分おして恐縮です。一応ここまでにしたいと思います。

冒頭申しましたように、評価表をご記入の上、返信用封筒で送っていただけた

らと思います。２３日というと月曜じゃなくて、あさって。月曜では遅かった。 

○事務局 

 できればということでお願いしたいと思っております。 

○委員 

 それでは、今日はこれまでにしたいと思います。長時間ご審議いただきまし

て、大変ありがとうございました。引き続き、次回８月３日開催の分科会でご

審議、ご議論をいただき、当分科会における評価を確定いたしたいと思います。

よろしくお願いいたします。そのときに、全員の分の集計した資料をお見せい

ただいて、違っているところを議論して決めるということでございます。よろ

しくお願いいたします。それでは、事務局のほうにお返しいたします。 

 

３．閉  会 

○事務局 

 非常に長時間にわたりまして、熱心にご審議賜りましてありがとうございま

した。委員長からご説明がありましたとおり、次回８月３日、１３時３０分か

ら予定してございますので、ご都合のつく限り、先生方、大変恐縮でございま

すが、よろしくお願い申し上げます。 

 また本日の資料、大変大部になっておりますので、もしよろしければ、私ど

ものほうから先生方あてに別途郵送もいたしますので、ご希望の先生、資料の
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ほうはそのまま残しておいていただいても構いませんので、よろしくお願い申

し上げます。 

 それでは、以上をもちまして、国土交通省独立行政法人評価委員会第４回鉄

道建設・運輸施設整備支援機構分科会を終了させていただきたいと存じます。

ほんとうに長時間にわたりご審議いただきまして、どうもありがとうございま

した。 

以 上 

 


